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Currency Equivalents 
 
As of July 2009 
  
1 US$ = 77 Kenya Shillings (Ksh) 
100 JPY = 82 Ksh 
 
Unless Specifically Noted 
 

 1US$ 100JPY
2006 average 72.101 62.022 
2007 average 67.318 56.992 
April 2007 68.577 57.131 
2008 average 69.177 67.251 
May 2008 61.899 59.379 
Jan.-May 2009 79.386 84.490 
May 2009 79.530 80.760
 
Source: Central Bank of Kenya 



 

 

序     文 
 

国際協力機構では、ケニア共和国政府からの技術協力の要請に基づき、2006年11月14日から、

ケニア共和国小規模園芸農民組織強化計画プロジェクト（SHEP）を3年間にわたり実施しています。 

 

2009年11月に同プロジェクトが活動を終えるのに先立ち、プロジェクトの成果を確認し、今後

のプロジェクトに関する提言と他のプロジェクトへの教訓をまとめるために、2009年6月の上旬か

ら7月9日まで、終了時評価を実施しました。 

 

終了時評価では、ケニア農業省、園芸作物開発公社、国際協力機構ケニア事務所の三者が指名

した調査団員からなる合同評価調査団を編成し、ケニア政府と国際協力機構の合同評価として実

施しました。調査期間中、ケニア側団員の参加度合いやコミットメントは高まり、調査団員全員

が報告書を執筆し、2009年7月9日に開かれたプロジェクト・ステアリング・コミッティにおいて、

ケニア側、日本側のそれぞれの団員から調査結果の報告が行われ、真の合同評価といえるものと

なりました。 

 

本報告書は、終了時評価の結果を取りまとめたものです。本プロジェクトは対象である農民組

織のメンバーの所得が著しく向上するという目覚ましい成果を上げていますが、広くその成果が

知られているわけではありません。本評価報告書は、合同評価調査団の献身的な努力により、英

文及び和文の報告書ともに、プロジェクトの概要、進捗、成果について、詳細にまとめられ、本

報告書でプロジェクト全体が把握できるほどの充実した内容となりました。 

 

本報告書が今後の技術協力や、経済協力の計画、実施に幅広く活用されることを願うものです。 

 

終わりに、プロジェクトの実施並びに本評価調査の実施にご協力とご支援をいただきました、

両国の関係者の皆様に、心から感謝の意を表するとともに、引き続き一層のご支援をお願いする

次第です。 

 

平成21年7月 

 

独立行政法人国際協力機構 

ケニア事務所長 高橋 嘉行 
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評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：ケニア共和国 案件名：ケニア共和国小規模園芸農民組織強化計

画プロジェクト（SHEP） 

分野：農業開発／農村開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：ケニア事務所 協力金額：3.1億円（日本側） 

0.46 億Ksh（ケニア側） 

（100 JPY＝82 Ksh as of July 2009） 

協力 

期間 

3年間：2006年11月14日から2009年

11月13日 

R/D：2006年8月8日 

 

 

先方関係機関： 

農業省（Ministry of Agriculture：MoA） 

園芸開発公社（Horticultural Crops Development 

Authority：HCDA） 

日本側協力機関：特になし 

他の関連協力：特になし 

１－１ 協力の背景と概要 

ケニア共和国（以下、「ケニア」と記す）の農業セクターは、GDPの27％、雇用の80％、外貨

の65％以上を占める（2002年）。農業セクターは1970年代の6％成長から1990年代の1.3％成長に

鈍化している。 

農業セクターの成長の低迷にもかかわらず、園芸サブセクターは平均15～20％で最も成長し

ている。園芸サブセクターでは小規模農家が主である。小規模農家は生産量の60％、農家数は

地域により80～100％を占める。園芸生産物の96％は国内消費用である。収益性の高い輸出市場

に従事している農家は2％未満にすぎない。小規模農家がこれらの市場、特に国内市場にアクセ

スできるためのエンパワーメントの必要がある。小規模園芸農家のエンパワーメントが格差の

是正並びに農村貧困削減の鍵となっている。 

ケニア政府の要請に対し、JICAは事前調査を2005年7～9月に実施した。事前評価調査団は、

弱い販売交渉力、収穫前後のロス、生産性の低迷や低下という課題に対処するものとして小規

模園芸農民組織強化計画の実施を提言した。 

事前評価調査に基づいた協議の結果、ケニア政府とJICAは小規模園芸農民組織強化計画プロ

ジェクト（Smallholder Horticulture Empowerment Project：SHEP）の実施に合意し、2006年8月8

日付の討議議事録（Record of Discussions：R/D）に署名した。 

 

１－２ 協力内容 

〈プロジェクト概要〉 

ケニア4州12県において、小規模園芸農民組織を対象として栽培から組織強化、マーケティン

グまで市場に対応できるよう、研修を中心とした能力向上支援を行う技術協力。 

 

（１）上位目標 

対象県の小規模園芸農家の生計が改善される。 

 

（２）プロジェクト目標 

プロジェクト対象の小規模園芸農民組織の運営能力が強化される。 

 

（３）成果 

１．対象農民組織が園芸作物を適切に販売することができる（販売交渉力を得る）。 



 

ii 

２．対象農民組織の園芸作物の生産量・品質が向上する。 

３．対象農民組織の生産基盤・流通インフラの整備実施能力が向上する。 

 

（４）投入（終了時評価時点） 

   総投入額：3.49億円 

１）ケニア側 

・プロジェクト実施に必要な建物と施設 

・専門家の分野に応じた資格要件と経験を満たすカウンターパート（Counterpart：C/P）

の配置 7名 

・プロジェクト実施に必要な予算の配分 4,633千Ksh相当 

２）日本側 

・長期専門家3名、短期専門家 

・日本でのC/P研修 9名 

・資機材の供与 19,321千円 

・ローカルコスト負担 100,713千円 

 

２．評価調査団の概要 

調査者 団長・総括 河澄 恭輔 JICA国際協力専門員 

計画管理 増古 恵都子 JICAケニア事務所所員 

評価分析 吉村 浩司 国際開発センター主任研究員 

団員 Mr. Sebastian Odanga JICAケニア事務所在外専門調査委員 

調査期間 2009年6月上旬～7月9日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

３－１－１ 成果の達成度 

（１）成果１ 

「対象農民組織が園芸作物を適切に販売することができる（販売交渉力を得る）」 

〈指標〉 

プロジェクト終了時に、プロジェクトの直接支援を受けた農民組織の100％が、間接支

援を受けた農民組織の60％以上が、グループエンパワーメント指数（GEI）を、最低1レベ

ル上げる。 

 

成果１の目標は部分的に達成されている。 

直接支援農民組織の86％がGEI指数を最低1ランク上げた。間接支援農民組織の多くがGEI

を1ランク改善させている。プロジェクト終了までに、成果１の達成が期待される。 

 

（２）成果２ 

「対象農民組織の園芸作物の生産量・品質が向上する」 

〈指標〉 

プロジェクトの直接支援を受けた農民組織のメンバーの1エーカー当たり純生産の平均

増加率が10～50％、間接支援を受けた農民組織のメンバーの1エーカー当たり純生産の平

均増加率が5～30％となる。 

 

成果２の目標は一部を除き達成された。 

プロジェクトが実施された4県すべてにおいて、1エーカー当たりの純生産の平均が上昇
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した。直接支援農民組織の場合、増加率はニャンダルア県の0.25％からキシイ県の311.5％

まである。間接支援農民組織では、ブンゴマ県の9.5％からキシイ県の169％まである。ニ

ャンダルア県以外では、成果２の目標は達成された。ニャンダルア県でも、7～8月の収穫

期後、プロジェクトの終了までに増加が期待される。 

 

（３）成果３ 

「対象農民組織の生産基盤・流通インフラの整備実施能力が向上する」 

〈指標〉 

3-1. コミュニティ内のインフラの未整備を課題として取り上げた農民組織の80％が導入

された技術を用いて整備活動を実施する（直接支援農民組織）。 

3-2. 要請書を提出した農民組織の60％が導入された技術を用いて整備活動を実施する（間

接支援農民組織）。 

成果３の目標は達成された。直接支援農民組織の80.5％、間接支援農民組織の77.8％が、

習得技術を用いてインフラ改善を実施した。 

 

３－１－２ プロジェクト目標の達成度 

「プロジェクト対象の小規模園芸農民組織の運営能力が強化される」 

〈指標〉 

プロジェクト終了時に、プロジェクトの支援を受けた小規模園芸農家組織のメンバーの純

所得が14.7～20.2％増加する。 

 

プロジェクト目標は、ニャンダルア県以外では達成された。農民の純所得はブンゴマ県で

は84.1％（目標は20.2％）、キシイ県では90.5％（目標は18％）、トランゾイア県では68％（目

標16.2％）増加したが、ニャンダルア県では-38.5％（目標14.7％）であった。ニャンダルア県

での所得は、7～8月の収穫後のプロジェクト終了時までには増加することが期待されている。

また、ニャンダルア県では商業園芸栽培が進んでいる地域であったため、世界経済不況の影

響による農民参加率の低下の影響があった。更には、栽培面積が広くジェンダー配慮の向上

が進んでいないので労働分配が進んでおらず、旱魃の際の水供給に対応できなかったという

影響もあった。 

 

SHEPはすべての県で単一のパッケージでアプローチしたが、地域や県によって所得増加が

異なっており、更なる要因分析が必要である。 

 

示 唆 

評価調査団が実施したクエスチョネア調査では、所得や生産量の向上に役立った技術や知

識としては、市場調査、クロッピングカレンダー、ジェンダー配慮が最も多く回答された。

この結果とフィールド調査の結果と総合すると次のようなことがいえる。プロジェクトの取

った市場ありきのアプローチにより、農民の意識と行動が、「作ってから売る」から「売るた

めに作る」というように転換した。農民は、「ファームビジネスユニットとしての農家」であ

り、「ファームビジネスとしての農業」であることを認識するようになった。クロッピングカ

レンダーの導入により農家の「ファームビジネス計画能力」を身につけた。ジェンダー配慮

により家族内の夫婦関係を、「マネージャーと労働者」から「ファームビジネスのマネジメン

トパートナー」に転換した。その結果、家庭内の労働力が効率的に活用できるようになった。
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農家レベルの便益分析 

農民所得は、2007年4月から2009年5月までに平均23％、直接支援農民組織で30％、間接支

援農民組織で18％増加した。対象農民組織の農民所得の年間増加率をみると、下表からわか

るように国の農業セクターの成長率をはるかに上回っていることがいえる。 

 

項目  年間増加率（％） 

対象農民組織の農民所得の年間増加率（％）

2007年4月から2009年5月まで 

平均 11.0 

直接支援組織 14.2 

間接支援組織 8.7 

ケニアの年成長率（％）2008年 

GDP 1.7 

農業セクター -5.1 

作物園芸サブセクター -7.1 
出所：SHEP Team, Central Bank of Kenya 

 

家計レベルの費用便益率は平均425％、直接支農民援組織で290％、間接支援農民組織では

584％である（下表）。 

 

 平均 直接支援農民組織 間接支援農民組織

農民一人当たりの研修費用（Ksh）  5,047  8,269  3,355 

農民一人当たりの名目所得の増加（Ksh） 21,424 23,960 19,601 

費用便益率（％）   425   290   584 

出所：SHEP Team 

 

以上のことから、農民への外からの投資としてのプロジェクトの投資が、農民所得を極め

て効率的に増加させたといえる。このようなプログラムへの更なる投資が望まれる。 

 

３－１－３ 上位目標の達成度 

「対象県の小規模園芸農家の生計が改善される」 

〈指標〉 

対象県の貧困率が低下する。 

 

対象県の貧困率は、キシイとトランゾイア県では低下し、ニャンダルアとブンゴマ県では

増加した。プロジェクトは正のインパクトを与えたが、その影響範囲は対象グループ周辺に

限られている。対象者の数は、対象県の家計数の0.5％にすぎない。上位目標を達成するには、

プロジェクト活動を継続し、かつスケールアップするような活動が必要である。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

評価調査団は、下記の理由よりプロジェクトの妥当性が高いと結論づける。 

１）プロジェクトの市場指向のアプローチは、農業セクターを利益の上がる、商業的な活

動にし、かつ自然資源を持続させるとしているケニアの商業指向の農業開発政策である

農業セクター開発戦略（Agriculture Sector Development Strategy：ASDS）にまさに合致し

ている。 
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２）小農における市場指向の農業開発は、JICAの国別事業実施計画に合致しており、重要

な開発課題の一つである。 

 

（２）有効性 

評価調査団は、下記の理由よりプロジェクトの有効性が高いと結論づける。 

１）プロジェクト目標はニャンダルア県を除いて達成された。農民の純所得は、2009年7～

8月の収穫期後に増加することが期待される。 

２）プロジェクトのアウトプットと目標の指標は、アウトプットとプロジェクト目標の因

果関係がつながるように注意深くデザインされた。 

 

（３）効率性 

評価調査団は、下記の理由より、プロジェクトがアウトプットの達成とプロジェクト目

標の達成を効率的に行っていると結論づける。 

１）2007年4月から2009年5月までの間の、対象農民の実質所得の年間増加率は平均で11％、

直接支援農家で14.2％、間接支援農家で8.7％である。国の経済成長率は、2008年で農業

セクターの成長率は-5.1％、作物園芸サブセクターの成長率は-7.1％であり、対象農民の

実質所得の年間増加率は、国の園芸関係セクターの経済成長率より遥かに高いことを示

している。 

２）簡単な費用便益率の計算によると平均425％、直接支援農民組織で290％、間接支援農

民組織で584％を示している。対象農民への外からの投資コストは極めて小さい。平均で、

農民一人当たりの外からの投資額5,047Kshで、21,424Kshの所得増加を生み出している。

直接支援の農民一人当たり8,269Kshの投資で23,809Kshの所得増加を生み出し、間接支援

では3,355Kshの投資が19,601Kshの所得増加を生み出している。 

 

（４）インパクト 

評価調査団は、下記の理由よりプロジェクトのインパクトは正であると結論づける。 

１）対象農民組織の所得は著しく増加し、周囲への波及効果も広く観察された。その他、

若者の雇用創出、学校の支払額の増加、教会へ行く回数の増加、家族関係の改善など、

正のインパクトも観察された。 

２）対象者は対象県の家族数の0.5％を占めるにすぎない。上記のインパクトは地域に限ら

れているが、著しい所得向上効果と周辺への波及効果が観察された。継続的な努力がこ

れらの正のインパクトを維持し、スケールアップする努力がインパクトをさらに広いエ

リアに広げることとなる。 

 

（５）持続性 

評価調査団は、下記の理由よりプロジェクトの継続性は高いと結論づける。 

１）直接支援農民組織アプローチによって、C/Pのキャパシティが向上した。 

２）間接支援農民組織アプローチでは、普及員のキャパシティ向上と支援システムの強化

を行った。 

３）農業省は、プロジェクトの成果を認識し、このプロジェクトの活動をスケールアップ

し、成果を広げるための新たなユニットを設立した。農業省は既に事務所スペースと予

算を確保しており、SHEPは制度的な持続性があるといえる。 

 

 

 

 



 

vi 

３－３ 効果発現に貢献した主な要因 

（１）計画内容に関すること 

・プロジェクトの枠組みが注意深く設計された。測定可能な指標が設定され、成果とプロ

ジェクト目標の論理的つながりを改善するとともに、モニタリングとマネジメントの改

善も図られた。さらに、指標そのものが達成目標となり、農民組織、普及員、C/Pといっ

た関係者の意欲を向上するように設計された。 

・市場意識とジェンダー配慮を組み合せたプログラムの順序も、注意深く設計され、農民

の意識と行動を「ビジネスとしての農業」というように転換させた。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

・プロジェクトの取った市場第一のアプローチにより、農民の意識と行動が、「作ってから

売る」から「売るために作る」というように転換した。農民は、「ファームビジネスユニ

ットとしての農家」であり、「ファームビジネスとしての農業」であることを認識するよ

うになった。ジェンダー配慮により、家族内の夫婦関係を、「マネージャーと労働者」か

ら「ファームビジネスのマネジメントパートナー」に転換した。その結果、家庭内の労

働力が効率的に活用できるようになった。 

 

３－４ 問題点と問題を惹起した主な要因 

（１）計画内容に関すること 

計画内容に関して問題点は特段見られなかった。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

・選挙後の混乱は、2008年1～3月の間、3カ月間にわたりプロジェクトを中断させた。成果

の達成のために、活動の効率化（同じ関心をもつ異なるグループの共同研修など）を余

儀なくされた。 

・世界経済危機は、輸出作物を生産する農家の多いニャンダルア県の農民所得に影響を与

えた。 

 

３－５ 結 論 

評価調査団は、上述のようにプロジェクトの妥当性が極めて高く、有効性、効率性も高いと

結論づけた。また、正のインパクトがあり、継続性も高いと結論づけた。これらの正のインパ

クトを維持し、より広い地域に広めていくために、継続的なフォローアップとスケールアップ

の努力が必要である。 

 

３－６ 提 言 

評価調査団はプロジェクトチームに対して、以下の提言をする。 

 

（１）多くの価値のあるデータが得られたので、これらのデータを用い、成果に貢献する要因

の更なる分析を行うこと。この分析は、園芸政策やプログラム、制度の枠組み、日本の援

助政策の策定に用いられるべきである。 

 

（２）プロジェクト内部の情報をさらに活用するために情報管理を強化すること。プロジェク

トの活動と成果に関する情報の開示に簡単にアクセスできるようにすること。これにより、

広報、ステークホルダーや開発パートナーの間の情報共有を進める。 
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（３）プロジェクト終了までに、既存の普及サービスシステムの枠組みの中で、マネジメント、

報告、動機づけなど農業普及員と農民組織を支援する体制を強化すること。 

 

 評価調査団はケニア政府に次の提言をする。 

（４）プロジェクトに対する適時な予算の割当。 

 

 評価調査団はケニア政府とJICAに次の提言をする。 

（５）プロジェクトで得られた知識と経験を、農業省、開発パートナー間で共有し、他のプロ

ジェクトやプログラムに適用するためのフォローアップ活動を行うこと。 

 

３－７ 教 訓 

評価調査団は、他のプログラムやプロジェクトに適用可能な以下の教訓を得られたと判断す

る。 

 

（１）よくデザインされたモニタリングシステムが効果をもたらしたこと。 

 

（２）成果指標が関係者の動機を高めたこと。 

 

（３）マーケット第一のアプローチが、農民の意識と行動をより市場指向に変えたこと。 

 

（４）ジェンダー配慮を高めたことが農家内の労働力の効率的な活用を可能にしたこと。 
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Summary of Terminal Evaluation 
 

I. Outline of the Project 

Country: The Republic of Kenya Project title:  

Smallholder Horticulture Empowerment Project 

(SHEP) 

Issue/Sector: Agricultural and Rural 

Development - Agricultural Development 

Cooperation Scheme:  

Technical cooperation project 

Division in charge: JICA Kenya Office Total cost:  

314 million JYen by Japan. 

4.6 million Ksh. by Kenya  

(100 JY = 82 Ksh. as of July 2009) 

Period of cooperation:  

Three years from 14 Nov. 2006 to13 Nov. 

2009 

Record of Discussions signed: 8 August 2006

Implementing Organization:  

Ministry of Agriculture (MoA), and Horticultural 

Crops Development Authority (HCDA) 

Supporting Organization in Japan: 

1.1. Background of the Project 

Agriculture sector in Kenya contributes to 27% of GDP, employs over 80% of the labor, and generates 

over 65% of foreign exchange earning (2002).  However, the performance of the agriculture sector has 

been declining from 6% of growth in the 1970s to 1.3% in the 1990s.   

 

Despite the downward trend of the agriculture sector, horticulture is the fastest growing sub-sector with 

an average growth rate of between 15 to 20% per annum.   Smallholders play major roles in the 

horticulture sub-sector.  They produce 60% of total produce and account for 80-100% in number 

depending on the area.  96% of the horticulture produce is sold and consumed in the domestic market. 

The involvement of farmers selling to the profitable export market is limited to less than 2%.  There is 

a need for smallholder farmers to strengthen their access to various markets, especially the domestic 

markets.  The empowerment of smallholder horticulture farmers is a key to redress the existing 

disparity as well as to reduce rural poverty. 

 

In response to the request by the Government of Kenya (GOK), JICA conducted the Ex-ante Evaluation 

Study in the period between July and September of 2005.  The Ex-ante Evaluation team recommended 

the Smallholder Horticulture Empowerment Project (SHEP) to address the issues identified, such as: i) 

weak bargaining power, ii) considerable pre/post-harvest loss of the produce, and iii) limited or 

declining productivity. 

 

Based on the Ex-ante Evaluation study, GOK and JICA agreed on the commencement of SHEP by 

signing the Record of Discussions on 8th August 2006 as a result of a series of discussions.   

 

1.2. Contents of Cooperation 

（1）Target Area 

1）Bungoma District, Western Province; currently divided into four as Bungoma East, West, North, 

South 

2）Trans-Nzoia District, Rift Valley Province; currently divided into three: Trans-Nzoia East, West 

and Kwanza 
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3）Kisii District, Nyanza Province; currently divided into three: Kisii Central, South and Masaba 

4）Nyandarua District, Central Province; currently divided into two: Nyandarua North and South 

 

（2）Target Group 

1）Direct Beneficiary: Smallholder horticulture farmer groups and extension staff of MoA and 

HCDA in the target area. 

・Direct supported farmer groups: 10 groups in each district: 42 groups in total (around 1,000 

farmers). 

・Indirect supported farmer groups: 20 groups in each district: 80 groups in total (around 1,600 

farmers). 

2）Indirect Beneficiary: Smallholder horticulture farmer groups 

 

（3）Overall Goal 

Improved livelihoods of smallholder horticulture farmers in the target districts. 

 

（4）Project Purpose 

Developed capacity of the smallholder horticulture farmer groups supported by the project. 

 

（5）Outputs of The Project: 

Output 1: Target groups (smallholder horticulture farmer groups) gain bargaining power in 

marketing their produce. 

Output 2: Target groups increase the production of better quality crops.  

Output 3: Target groups develop capacity to improve rural infrastructure for production and 

transportation. 

 

（6）Activities of The Project  

The project is the technical assistance i) to empower smallholder horticulture farmer groups, ii) to 

develop capacities of extension workers who provide technical support to farmer groups, and iii) to 

develop capacities of SHEP Kenyan team members as counterpart personnel who provide technical 

support to extension workers.  The Project support includes the aspects of marketing, production and 

rural infrastructure.  The project implementation process is conceptualized as follows: 

Stage I: setting-up, detail designing and sensitization:  

Sensitization, detail designing and Baseline survey were done. 

Stage II: Direct model farmer group approach:  

SHEP Team consisting of Japanese experts and Kenyan counterpart personnel, along with extension 

workers, provided technical support to the target farmer groups to empower them. 

Stage III: Indirect model farmer group approach 

SHEP Team, mainly Kenyan team members, provided trainings to extension workers.  Trained 

extension workers provided trainings and facilitations to farmer group by their own initiatives.   

Indirect model approach was developed based on the experience of direct model approach.  Basic 

concept of both approaches is as follow:  

Both approaches have two steps: STEP 1: off-field training, and STEP 2: in-field practice and training. 

In the first step, farmer groups are provided necessary knowledge and skills and sensitized.  In the 

second step, farmer groups develop action plans and implement them by themselves.  Extension 

workers and SHEP Team facilitate them to do so and provide trainings as demanded.  Through the 

learning-by-doing process, the capacities of the farmer groups are strengthened.   
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The project has a further step where farmer groups sustain their activities by themselves after the 

termination of the project.  This concept is as shown in the following figure. 

Stage IV: Wrapping-up: 

Follow-up trainings, farmers exchange visits and development of training manuals are also to be 

done. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（7）Inputs 

1）Inputs by Kenyan side 

・Provision of building and facilities necessary for the implementation of the project 

・Assignment of qualified and experienced counterpart personnel for each field of experts 

・Allocation of counterpart budget necessary for the implementation of the project 

2）Inputs by Japanese side 

・Three Japanese long-term experts and short-term experts 

・Counterpart personnel training in Japan arranged during the cooperation period. 

・Provision of machinery and equipment 

 

II. Outline of Evaluation Study Team 

Members of 

Evaluation 

Team 

Conducted by Join Evaluation Team consisting of Kenyan and Japanese members as 

follows: 

Kenyan Side 

Mr. Nehemiah Chepkwony,  Team Leader,  Deputy Director, Horticultural Division, 

Ministry of Agriculture 
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Ms. Margaret Masaku,  Member,  Horticulture Division, Ministry of 

Agriculture 

Mr. Moses Mwangi Kamau,  Member,  Monitoring and Evaluation 

Division, Ministry of Agriculture 

Ms. Grace G. Kyallo,  Member,  General Manager of Crop Production, 

Horticulture Crops Development 

Authority 

Japanese Side 

Mr. Kyosuke Kawazumi,  Team Leader,  Senior Representative, JICA Kenya 

Office 

Ms. Etsuko Masuko,  Member,  Representative of Agriculture Sector, 

JICA Kenya Office 

Mr. Sebastian Odanga,  Member,  Agriculture & Rural Development 

Consultant, JICA Kenya Office 

Mr. Hiroshi Yoshimura,  Member,  Senior Researcher, International 

Development Center of Japan (IDCJ) 

Evaluation 

study period 

From the beginning of June to 9 July 2009 Type of evaluation: Terminal evaluation 

III. Outline of Evaluation Result 

3.1. Performance Assessment 

3.1.1. Process assessment 

The project framework was carefully designed and modified during the implementation through 

revision of indicators.  Measurable indicators were set to link logical sequences between outputs and 

the project purpose as well as to improve monitoring and management.  In addition, those indicators 

themselves became the targets to motivate stakeholder such as farmer group, extension workers and 

counterpart personnel to achieve.  Internal information management and easy accessibility of 

information from outside are further challenges. 

 

3.1.2. Achievement assessment 

（1）Output 1 

Target groups gain bargaining power in marketing their product.  

Indicators:100% of the direct model farmer groups and 60% of the indirect model farmer groups 

improve by at least of Group Empowerment Indicators (GEI). 

 

86% of the direct farmer groups have improved by at least one level of GEI.  Many of the indirect 

farmer groups have improved at least one level of GEI.  There is a positive indication that Output 1 

will be achieved by the end of the project period. 

 

（2）Output 2 

Target groups increase the production of better quality crops. 

Indicators: Members of the farmer groups increase net-produce per acre increase by 10-50% for the 

direct model groups and 5-30 % for the indirect model groups. 

 

In all the four districts where the project was implemented, on average there was an increased net 

production per unit of land (acre).  For the direct groups this increase ranged from 0.25% in 
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Nyandarua to 311.5% in Kisii district.  For the indirect groups’ category the increased range was 

between 9.5% for Bungoma and 169% in Kisii.  The targets of Output 2 have been achieved expect 

for Nyandarua district.  The increase of produce is expected by the end of project after harvesting in 

July to August. 

 
（3）Output 3 

Target groups develop capacity to improve rural infrastructure for production and transportation.

Indicators: 80% of the direct model farmer groups in problem with rural infrastructure and 60% of 

the direct model farmer groups  

 

The targets of Output 3 have been achieved.  80.5% of direct farmer groups and 77.8% of indirect 

farmer group implemented the technology for the infrastructure improvement. 

 
（4）Project Purpose 

Developed capacity of the smallholder horticulture farmer groups supported by the project. 

Indicator: The net-income benefit for individual member farmer increase by 14.7% - 20.2%. 

 

The Project Purpose is achieved except for Nyandarua district.  Individual farmers net-income 

increased 84.1% (as compared with the target 20.2%) in Bungoma, 90.5% (18% for target) in Kisii, 

-38.5% (14.7% for target) in Nyandarua and 68% (16.2% fro target) in Trans-Nzoia districts. 

Income of Nyandarua is expected to increase by the end of the project.  It has be noted that in 

Nyandarua, the nature of their produce sales means that they are more prone to the effect of external 

factors such as global economic crisis.  Further analysis shall be made on the contributing factors to 

income across the districts. 

 

Implications 

According to the questionnaire survey conducted by the Evaluation Team, “market survey”, “cropping 

calendar” and “gender awareness” are the major the skill and knowledge helped the increase of 

production and income.  This result, combined with the results of field survey, implies that a 

market-first SHEP intervention changed farmer’s behavior from “grow and sell” to “grow to sell”. 

Farmer came to have an idea of “farm household as a farm business unit” and “farming as farm 

business”.  Cropping calendar enabled farmers to gain a “farm business planning capacity”. 

Gender awareness changed the relationship between men and women in the household from 

“manager and labor” to “farm business management partner”, which enabled the efficient utilization 

of labor among household.   

 

Benefit analysis at household level 

The household income of the target groups grew 23 % on average, 30% for direct group, and 18% for 

indirect group for the period from April 2007 to May 2009.  Annual growth rates of the household 

income are far beyond the economic performance of the agricultural sector of the nation as shown in 

the table below. 
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Item  Annual growth rate (%) 

Annual growth rate (%) of household income of the target 

groups: 

April 2007 – May 2009 

Average 11.0% 

Direct model 14.2% 

Indirect model 8.7% 
 

Annual growth rate at the nation (%) 2008 GDP 1.7% 

Agriculture -5.1% 

Crop and horticulture - 7.1% 

Source: SHEP Team, Central Bank of Kenya 

 

A household level cost-benefit analysis shows 425% on average, 290% for direct group and 584% for 

the indirect group, as shown the table below.   

 

 Average Direct model group Indirect model group 

Operational cost of training/farmer (Ksh) 

Nominal income increased/farmer (Ksh) 

Cost-benefit ratio per farmer (%) 

5,047 

21,424 

425% 

8,269 

23,960 

290% 

3,355 

19,601 

584% 

Source: SHEP Team 

 

These results imply that SHEP worked to increase income quite efficient with external 

investment.  A further investment in these programs shall be made. 

 

（5）Overall Goal  

Improved livelihoods of the smallholder horticulture farmers  

Indicator: Reduced poverty rate in the target districts. 

 

Poverty rates of the target districts reduced in Kisii and Trans-Nzoia and increased in Nyandarua and 

Bungoma.  The project has positive impacts.  The number of target group members is only 0.5% of 

the total household of the target districts.  A continuous and scaling-up action will be required to 

achieve Overall Goal. 

 

3.2. Summary of Evaluation Result 

（1）Relevance: 

The Team concludes that relevance of the project is very high for the following reasons: 

1）Market-oriented approach of the project is highly consistent with the commercially-oriented 

agricultural development policy in Kenya.   

2）Market-oriented agriculture development of smallholder farmers is the one of the important area 

in the latest JICA’s Country Project Implementation Plan.   

 

（2）Effectiveness 

The Team concludes that the effectiveness of this project is very high for the following reasons: 

1）The project purpose has been achieved except for Nyandarua district.  The net-income is expected 

to grow after the harvesting season in July – August 2009.  

2）Indicators of Outputs and Project purpose were carefully designed to link causal relationship 

between Outputs and Project Purpose. 
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（3）Efficiency 

The Team concludes that the project produced Outputs and achieved the Project Purpose quite 

efficiently, for the following reasons: 

1）Annual growth rate of the income of target farmers are 11% on average, 14.2% for the direct model 

farmers and 8.7% for the indirect model farmers for the period from April 2007 to May 2009. 

These annual growth rates are far beyond that of the overall performance of the country.  In 2008, 

the growth rate of agriculture sector is - 5.1 %, and that of the crop and horticulture subsector is 

-7.1%.  

2）A simple calculation of cost-benefit ratio gives 425% on average, 290 % for the direct group 

farmers, and 584% for the indirect group farmers.  Project cost as external investment required to 

support  the target farmers is quite small.  5,047 Ksh of external investment to a farmer 

generated additional income to the farmer at 21,424 Ksh on average, 8,269 Ksh of investments 

generated 23,709Ksh for the direct model farmer, and 3,355 Ksh of investment generated 19,601 

Ksh for the indirect model farmer.   

 

（4）Impact 

The Team concludes that the impact of the project is positive for the following reasons: 

1）The income of the target group increased significantly, and spill over effects of the project were 

widely observed.  Other positive impacts were also observed such as job creation for the youth, 

growing school fee payment, increased frequency of church attendance and better relationship 

among family members.   

2）The target group accounts for only 0.5% of the households of the target districts.  These impacts are 

limited to be local.  However, there is a significant income increase effect on the target farmers as 

well as spillover effects on the surrounding farmers.  Continuous effort can maintain these 

positive impacts and scaling-up efforts can expand the impact to the wider area. 

 

（5）Sustainability 

The Team concludes that the sustainability of the project is high, for the following reasons: 

1）Direct model approach developed the capacities of counterpart personnel. 

2）Indirect model approach developed the capacities of extension workers as well as contributed to 

strengthen the supporting system to farmers.  

3）Ministry of Agriculture has established a new unit to scale up the project activities in order to 

expand the outcomes of the project, cognizant of the successful performance of the project. 

 

3.3. Contributing factors 

（1）The project framework was carefully designed including revision of indicators.  Measurable 

indicators were set to link logical sequences between outputs and the project purpose.  In 

addition, those indicators itself became the targets to motivate stakeholder such as farmer group, 

extension workers and counterpart personnel to achieve.  

 

（2）Carefully designed sequence of the programs combining market awareness building with gender 

awareness raising changed the minds and behaviors of farmer to consider farming as a business. 

 

3.4. Inhibiting factors 

（1）Post-election turmoil brought about the suspension of the project activities for three months from 

January to March 2008. 



 

xvi 

（2）Global economic crisis affected the income of Nyandarua districts where many of farmers are 

involved in growing the export crops. 

 

3.5. Conclusion 

The Team concludes that the project is highly relevant, effective and efficient, as mentioned above. 

The team also concludes that the project has a positive impact and sustainability.  For sustaining the 

positive effects and impacts and expanding into the wider areas, continuous follow-up and scaling-up 

efforts are recommended. 

 

3.6. Recommendations 

The Team recommends to SHEP Team: 

（1）To make a further analysis on factors contributing to the outcome based on the valuable raw data 

obtained, which should be utilized for developing horticulture policy and program, institutional 

framework and Japanese cooperation policy.   

 

（2）To strengthen internal information management for its further utilization and easy accessibility of 

the information on the project activities and outcome for public relations, information sharing 

among stakeholders and development partners. 

 

（3）To strengthen the implementation system to support extension workers and farmer groups, in terms 

of management, reporting and motivation development within the framework of the current 

extension service system by the termination of the project. 

 

The Team recommends to the Government of Kenya (GOK): 

（4）Timely budgetary allocation to the project. 

 

The Team recommends to GOK and JICA that: 

（5）The follow-up activities be made to digest knowledge and experiences to be shared among MOA and 

development partners applicable to other projects and programs. 

 

3.7. Lessons Learnt 

The Team draws lessons replicable to other programs and projects as follows: 

（1）Well-designed monitoring system brought about project effects. 

（2）Performance indicators boosted stakeholder motivation. 

（3）Market-first approach induced farmer minds and behavior to be more market-oriented 

（4）Higher gender awareness made efficient utilization of labor in the farmer households. 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ 終了時評価調査の背景 

ケニア共和国小規模園芸農民組織強化計画プロジェクト（Smallholder Horticulture Empowerment 

Project：SHEP）は、2006年11月に開始し、3年間の協力期間で、小規模園芸農民組織の能力向上を

めざしている。プロジェクトは、ケニア共和国（以下、「ケニア」と記す）の農業省（Ministry of 

Agriculture：MoA）、園芸作物開発公社（Horticultural Crops Development Authority：HCDA）と独立

行政法人国際協力機構（Japan International Cooperation Agency：JICA）から派遣された人員からな

るプロジェクトチームが三者間の緊密な協働作業のもとで実施にあたっている。 

 

本プロジェクトの終了まで残すところ5カ月となり、終了時評価が実施された。本報告書は、こ

の終了時評価の結果を取りまとめたものである。終了時評価調査は、2006年8月8日に署名された

討議議事録（Record of Discussions：R/D）に基づき、農業省、HCDAとJICAのメンバーからなる合

同評価調査団により、2009年6月上旬から7月9日の期間に実施された。終了時評価調査のメンバー

は以下のとおりである。 

 

（１）終了時評価メンバー 

〈ケニア側〉 

氏 名 担当分野 所 属 

Mr. Nehemiah Chepkwony 団長 
農業省作物局園芸部長（Deputy Director, Horticultural 

Division, Crop Management Department, MoA） 

Ms. Margaret Masaku メンバー 
農業省作物局園芸部職員（Horticulture Division, Crop 

Management Department, MoA） 

Mr. Moses Mwangi Kamau メンバー 
農業省モニタリング評価局職員（Monitoring and 

Evaluation Division, MoA） 

Ms. Grace G. Kyallo メンバー 
園芸作物開発公社マネージャー臨時代理（Acting 

General Manager of Crop Production, HCDA） 

 

〈日本側〉 

氏 名 担当分野 所 属 

河澄 恭輔 団長/総括 JICAケニア事務所次長 

増古 恵都子 計画管理 JICAケニア事務所所員 

Mr. Sebastian Odanga 団員 JICAケニア事務所在外専門調整員 

吉村 浩司 評価分析 財団法人国際開発センター主任研究員 

 

（２）本評価調査の特徴 

本終了時評価はいくつか特筆すべき点がある。 

第一に、一般に合同評価という名はついても、実質的にほとんど日本側が実施する場合が

多い。本評価は、合同評価の名のとおり、ケニア側の参加度やコミットメントが極めて高く、

真の意味で合同評価といえるものである。 
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第二に、特に英文報告書はケニア側との合同の成果であり、国際的にも通用する水準の高

さを求めた。SHEPは著しい成果を上げている。その成果や重要性が関係者の間やドナー社会

などで共有でき、援助の調和化にも役立つように、本評価ではSHEPのプロジェクト概要、進

捗、成果について、本報告書1冊でわかる程度の充実度とした。 

第三に、プロジェクト自身の特徴であるが、SHEPの成果の最大の特徴は、3年間という農業

プロジェクトとしては短い期間での対象農民組織の著しい所得向上効果である。この要因は、

対象グループの意欲を高め、農民組織のイニシアティブにより計画、実施し、learning-by-doing

により学習効果を高めたことがいえる。このきっかけとして、農民組織自身による市場調査

が外部に対する気づきを誘発し、またジェンダー配慮が内部に対する気づきのプロセスを誘

発している。この両者を注意深く組み合わせたデザインにした点も特筆すべき点である。 

第四に、通常、技術プロジェクトの効率の評価は定性的にならざるを得ないが、本プロジ

ェクトでは所得向上効果について成果指標を定めて測定することにより、定量的に把握でき

るようにデザインされている。これにより、技術協力プロジェクトでは珍しく、ある程度の

経済効果を計算できるほどになっている。本プロジェクトは簡単ではあるが、費用便益分析

ができ、これによって効率の定量的な評価を行っている。これは、入手可能な指標を設定し、

評価調査が行われる前月にプロジェクトチームによりモニタリングが行われたことに起因し

ている。 

第五に、SHEPはプロジェクトのデザインに特徴がある。事前評価の際に設定された指標を

全面的に見直し、ロジックを適正化し、測定可能な指標を設定した。これによりプロジェク

トの効果を上げ、かつ指標自体が関係者の目標となり、チームのメンバー、普及員や農民組

織の意欲が高められるように設計されている。 

特に、第一のケニア側のコミットメントについては、以下の点でケニア側の参加度合いや

ケニア側のオーナーシップは極めて高く、かつ評価調査を実施することを通して評価につい

ての技術移転も十分に行われた。合同評価そのものに技術移転効果もあり、かつオーナーシ

ップを醸成するうえで、有意義であった。 

１）ケニア側団員は、2009年6月15日付で農業省からノミネートされ、調査の計画段階から関

与した。6月下旬には、日本側の準備した評価デザイン（Evaluation Grid）に対し、評価設

問を追加するなど積極的に貢献した。 

２）フィールド調査では、準備した半構造化質問票に基づき調査団員全員が分担して、日本

側の視点、ケニア人としての視点、それぞれの視点から自主的に農民、普及員、農業オフ

ィサーなど関係者にインタビューを行った。ケニア側のインタビュアーは、時間を大幅に

超過してインタビューを行うなど、積極的な姿勢が目立った。 

３）プロジェクトの成果ごとに分担して調査を行った。レポートの取りまとめでは、その構

成についても合同調査団で協議し、すべての団員が分担してレポートを執筆した。その結

果、作成された英文レポートは詳細、かつ分量も50頁近いものであり、わずか2週間ほどの

期間で作成されたものとしては、国際的にも遜色のない水準のレポートとなった。 

４）評価調査の成果は、2009年7月9日に農業省で開催されたプロジェクト・ステアリング・

コミッティにおいて、ケニア側団員、日本側団員の双方から報告された。 
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１－２ 終了時評価調査の目的と方法 

１－２－１ 終了時評価調査の目的 

終了時評価の目的は以下のとおり。 

 

（１）プロジェクトの実績を、①実施プロセス、②成果の達成度、及び③因果関係の観点から

検証する。 

 

（２）プロジェクトを評価5項目の観点から評価する。5項目とは、①妥当性、②有効性、③効

率性、④インパクト、並びに⑤持続性である。5項目評価については図1参照。 

 

（３）プロジェクトチーム、ケニアと日本側がプロジェクトの終了までに取るべき措置につい

て勧告を行うとともに、他のプロジェクトに適用可能な教訓について抽出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出所：JICA、プロジェクト評価の手引き（2004）をもとに評価調査団作成 

図１ 評価5項目 

 

１－２－２ 評価の方法 

（１）評価の方法とデザイン 

調査の方法は、“国際協力機構、プロジェクト評価の手引き、2004年2月”に基づく。JICA

はプロジェクト管理のツールとしてPCM（Project Cycle Management Method）手法を採用し

ている。プロジェクトデザインの論理の流れは、プロジェクト・デザイン・マトリックス

（Project Design Matrix：PDM）に示される。評価はPCM手法に基づいて行われる。評価の

ステップは次のとおり。 

１）第一のステップは、プロジェクトの内容と構造を、2008年9月4日のステアリング・コ
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ミッティにて承認された最新バージョンのPDM version 2（PDM2）を理解することである

（付属資料１及び３．英文終了時評価報告書のAppendix 3を参照）。 

２）第二のステップは、評価設問を立てることにより評価をデザインする。評価設問は、“評

価調査を通じて何を知りたいか”を要約したものである。評価調査団は、収集すべき情

報、情報源、収集方法、評価設問に応えるための判断基準を検討する。評価設問と必要

情報は、評価グリッドに要約される。評価グリッドは、評価デザインの枠組みを示し、

地図とコンパスのように評価調査をガイドするものであり、評価デザインのツールとし

て、評価調査団内のコミュニーションツールとして使われる。評価設問は付属資料に添

付する（付属資料２及び３．英文終了時評価報告書のAppendix 7を参照）。 

３）第三に、評価グリッドに示される枠組みとデザインに基づき、評価調査団は必要な情

報を収集し、分析し、評価基準の観点から判断を行う。 

４）最後に、評価調査団は評価調査の結果を記した評価報告書を取りまとめる。 

 

（２）情報収集方法 

評価調査団は、既存資料のレビュー、事前質問票調査、現地調査、インタビュー調査、

グループインタビューによって情報収集を行った。調査は次のように行った。 

１）日本側の評価調査団（JICA評価調査団）は、普及員と農民組織に対し、事前に質問票

調査を実施した。これらの結果に基づき、JICA評価調査団は、ニャンダルアとブンゴマ

県で普及員と農民組織に対して、一連のグループインタビュー、個別インタビューを実

施した。 

２）これに続き、合同評価調査団はキシイとトランゾイア県において、2009年6月30日から

7月2日まで、現地調査を実施した。合同評価調査団は、SHEPのプロジェクトチーム、県

農業オフィサー（District Agricultural Officers：DAO）、農業普及員、並びに農民組織と一

連のインタビュー調査を行った。インタビューは半構造化インタビューによって行われ

た。 

 

１－３ プロジェクトの当初計画の概要 

１－３－１ プロジェクトの背景1 

ケニアの農業セクターは、GDPの27％、雇用の80％、外貨の65％以上を占める（2002年）。農

業セクターは、1970年代の6％成長から1990年代の1.3％成長に鈍化している。 

 

農業セクターの成長の低迷にもかかわらず、作物園芸サブセクターは平均15～20％で最も成

長しているサブセクターである。作物園芸サブセクターでは小規模農家が主である。小規模農

家は生産量の60％、農家数は地域により80～100％を占める。園芸生産物の96％は国内消費用で

ある。収益性の高い輸出市場に従事している農家は2％未満にすぎない。小規模農家がこれらの

市場、特に国内市場にアクセスできるためのエンパワーメントの必要がある。小規模園芸農家

のエンパワーメントが格差の是正並びに農村貧困削減の鍵となっている。 

                                                        
1 これらの情報は、the Ex-ante Evaluation report by JICA in August 2006（in Japanese only）and project document of SHEP by MoA, 

HCDA and JICA in June 2005による。 
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ケニア政府の要請に対し、JICAは2005年7～9月に事前評価調査を実施した。事前評価調査団

は、弱いバーゲニングパワー、収穫前後のロス、生産性の低迷や低下という課題に対処するも

のとしてSHEPの実施を提言した。 

 

事前評価調査に基づき、協議の結果、ケニア政府とJICAはSHEPの実施に合意し、2006年8月8

日付のR/Dに署名した。 

 

１－３－２ プロジェクトの当初計画の概要 

本プロジェクトは下記に示すとおり計画された（付属資料３．英文終了時評価報告書の

Appendixを参照）。 

 

（１）プロジェクト名 

ケニア共和国小規模園芸農民組織強化計画プロジェクト（SHEP） 

 

（２）協力期間 

3年間：2006年10月から2007年9月まで（実際は、2006年11月14日から専門家が派遣され、

2009年11月13日までとなった） 

 

（３）実施機関 

農業省（Ministry of Agriculture：MoA）、園芸作物開発公社（Horticultural Crops Development 

Authority：HCDA） 

 

（４）対象地域 

対象地域として4県が選定された。対象地域の選定基準は、①園芸生産のポテンシャルが

高いこと、②小規模農家が園芸生産をしていること、③貧困率が比較的高いことであった。

これらの県は高いポテンシャルがあり、80～100％の農家が園芸生産に携わっている。ここ

での農業生産は、平均農地が1エーカー（0.4ha）未満の小規模農家が多い。さらに、これら

の県の貧困率は人口の45～62％であり、これらの多くが小規模農民である。 

１）ブンゴマ県（Bungoma District）、ウエスタン州（Western Province）：現在は4つに分割。

Bungoma East、West、North、South 

２）トランゾイア県（Trans-Nzoia District）、リフトバレー州（Rift Valley Province）：現在は

3つに分割。Trans-Nzoia East、West、Kwanza 

３）キシイ県（Kisii District）、ニャンザ州（Nyanza Province）：現在は3つに分割。Kisii Central、

South、Masaba  

４）ニャンダルア県（Nyandarua District）、セントラル州（Central Province）：現在は2つに

分割。Nyandarua North、South  

 

（５）ターゲットグループ 

１）直接裨益対象者：対象地域で園芸作物を生産する小規模農民（262,650人）の約1割、農

業省及びHCDAの職員並びに普及員 



 

－6－ 

（これは計画時のもの。プロジェクト開始後、直接支援農民組織約1,000農民と間接支援

農民組織約2,600農民に改訂） 

２）間接裨益対象者：対象地域で園芸作物を生産する小規模農民（262,650人） 

 

（６）上位目標 

「対象県の小規模園芸農家の生計が改善される」 

〈指標〉 

 対象県の貧困率が低下する（率（％）は開始後6カ月以内に決定される）。 

（指標はプロジェクト開始後、1年で改訂され、率が削除された） 

 

（７）プロジェクト目標 

「プロジェクト対象の小規模園芸農民組織の運営能力が強化される」 

〈指標〉 

 プロジェクト終了時に、プロジェクトの支援を受けた小規模園芸農家組織のメンバーの

純所得が増加する。（率（％）は開始後6カ月以内に決定される） 

（指標はプロジェクト開始後、2回にわたり改訂された） 

 

（８）成果 

１）成果１ 

対象農民組織が園芸作物を適切に販売することができる。（販売交渉力を得る） 

〈指標〉 

1-1：プロジェクトで研修を受けた普及員に支援された農民の、1エーカー当たりの純所得

の平均増加率。 

1-2：プロジェクトに直接支援された農家の、1エーカー当たりの純所得の平均増加率。 

（2つの指標はプロジェクト開始後、2回にわたり改訂された） 

２）成果２ 

「対象農民組織の園芸作物の生産量・品質が向上する」 

〈指標〉 

2-1：プロジェクトで研修を受けた普及員に支援された農民の、純生産の増加率。 

2-2：プロジェクトに直接支援された農民の純生産の増加率。 

（2つの指標はプロジェクト開始後、2回にわたり改訂された） 

３）成果３ 

「対象農民組織の生産基盤・流通インフラの整備実施能力が向上する」 

〈指標〉 

3-1：導入された技術を用いて整備活動を実施した農民組織の数。 

（2つの指標はプロジェクト開始後、2回にわたり改訂された） 

 

（９）活動 

当初計画の活動はPDMバージョン0（付属資料３．英文終了時評価報告書のAppendix 1）

参照。アウトプットを算出するために、①ベースライン調査とその分析、②研修のための
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マニュアルと教材作成、③研修実施、④モニタリングとフォローアップを行うものとなっ

ている。 

 

実際は、プロジェクト開始後すぐに（2006年11月）作成された活動計画、及び2008年10

月に作成された直接支援農民組織と間接支援農民組織ごとの活動計画に基づいて活動した。

それぞれの活動計画は、適宜、柔軟にアップデートされてきている（付属資料３．英文終

了時評価報告書のAppendix 5、6参照）。 

 

（10）投入（終了時評価時点） 

総投入額：3.49億円 

１）ケニア側の投入 

・プロジェクト実施に必要な建物と施設 

・専門家の分野に応じた資格要件と経験を満たすC/Pの配置 7名 

・プロジェクト実施に必要な予算の配分 4,633千Ksh相当 

２）日本側の投入 

・長期専門家3名（チームリーダー/農民組織運営（24カ月）、園芸生産技術普及（24カ月）、

業務調整/研修計画（36カ月））。 

・短期専門家：農村インフラの適正技術、その他の必要な分野 

・日本または第三国でのC/P研修 9名 

・資機材の供与：車両3台、視聴覚機材1セット、事務所機器 19,321千円 

・ローカルコスト負担 100,713千円 

 

（11）プロジェクト・ステアリング・コミッティ 

１）構成 

・農業省次官（Permanent Secretary, MoA） 

・園芸作物開発公社総裁（Managing Director, HCDA） 

・JICAケニア事務所長（Resident Representative, currently, Chief Representative, JICA Kenya 

Office） 

・農業省園芸部長（Director, Horticultural Division, MoA） 

・園芸作物開発公社技術支援部長（Director, Technical and Advisory Services Department, 

HCDA） 

・JICAプロジェクトアドバイザー（Project Advisor JICA） 

・その他関係者（Cooperative members） 

２）機能 

・政策指示と指導 

・プロジェクト作業計画と予算の承認 

・プロジェクト人員の配置と資金のタイムリーな割当 

・プロジェクト実施のモニタリング 

・年2回のプロジェクト・ステアリング・コミッティの開催 
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１－３－３ プロジェクトデザインの修正 

プロジェクトのデザインは次のように修正されてきた。 

・2007年10月22日 PDMを修正しPDMバージョン1とした（2007年10月） 

PDM0に基づき、プロジェクトチームはプロジェクト目標と成果の指標を2007年8月に修正し、

2007年10月22日のプロジェクト・ステアリング・コミッティでその修正を承認した。 

・2008年9月4日 PDMバージョン1を修正しPDMバージョン2とした（2008年9月） 

PDM1に基づき、プロジェクトチームはプロジェクト目標と成果の指標を2008年8月に修正し、

2008年9月4日のプロジェクト・ステアリング・コミッティでその修正を承認した。プロジェ

クトの中間評価が2008年8～9月に実施された。 
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第２章 プロジェクトの実績の検証 
 

２－１ 実施プロセスの検証  

２－１－１ プロジェクトの実施状況 

本プロジェクトは2006年11月14日に、3人の日本人専門家の着任とともに開始された。翌11月

15日には、6人のC/Pが配置された。作業計画（Plan of Operation）は2006年11月に作成され、活

動をガイドするために随時アップデートされている（付属資料３．英文終了時評価報告書の

Appendix 5、6参照）。 

 

プロジェクト活動は、2008年1月から3カ月続いた選挙後の混乱のため遅れたにもかかわらず、

計画通り活動が実施されている。 

 

プロジェクト実施のプロセスは、試行錯誤と学習のプロセスであった。活動内容は複雑多岐

にわたった。評価調査団は理解促進のため実施プロセスを4つのステージに分けて行った。 

・ステージI ：準備と詳細設計と導入（2006年11月から2007年10月まで） 

・ステージII ：直接支援農民組織へのアプローチ（2007年10月から終了まで） 

・ステージIII ：間接支援農民組織へのアプローチ（2008年10月から終了まで） 

・ステージIV ：取りまとめ（2009年7月から終了まで） 

 

これらのステージは、それぞれオーバーラップしている（図2参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図２ 実施のステージ 

 

（１）ターゲットグループ：直接支援農民組織と間接支援農民組織 

ターゲットグループは、プロジェクトの裨益者であるプロジェクトの支援を受けるモデ

ル農民組織である。これらには、2つのタイプがある。直接支援農民組織と間接支援農民組

織である。直接支援農民組織に対しては、日本専門家とケニアC/Pからなるプロジェクトチ

ームが、普及員とともに支援する。各県から10ずつ合計42の直接支援農民組織が選択され

た。 
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間接支援農民組織に対しては、プロジェクトチームが普及員を研修し、研修を受けた普

及員が農民組織の訓練を行う。各県から20ずつ合計80の間接支援農民組織が選択された。 

 

これらの技術移転には三段階がある。①日本人専門家からC/P、②C/Pから普及員、③普

及員から農民組織である。これらの仕組みを図3に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ ターゲットグループ：直接支援農民組織と間接支援農民組織 

 

（２）ステージごとの実施プロセスを以下に記す。 

１）ステージI：準備と詳細デザイン 

最初の1年は、次のとおり準備と詳細なデザインを行った。 

・実施体制のセットアップ 

・プロジェクトに対する普及啓発 

・プロジェクトの詳細なデザイン 

ａ）実施体制のセットアップ 

プロジェクトチームは、プロジェクト事務所や資機材の調達などの準備作業を行っ

た。2007年1月23日に、エルドレットにプロジェクト事務所を正式に開設した。 

 

プロジェクトチームは、プロジェクトの実施体制を組織し、チームメンバーの役割と

責任を明確にした。またプロジェクトチームは、プロジェクトのコンセプトについての

共通理解をチーム内、関係者間で醸成した。SHEPチームの実施体制は図4のとおり。 
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出所：SHEP資料 

図４ SHEPの実施体制 

 

ｂ）関係者に対するプロジェクトの啓発 

プロジェクト内部のセットアップ後に、プロジェクトチームは下記のようにプロジ

ェクト関係者の啓発を実施した。 

・プロジェクト紹介ワークショップ（Sensitaization Workshop）：2007年3月1日、エルド

レット 

・プロジェクト開始セレモニー：2007年3月16日、キタレ 

・土嚢デモンストレーション 

ｃ）プロジェクトの詳細デザイン 

プロジェクトのデザインのために、次の活動を実施した。 

・作業計画の修正 

・ベースライン調査 

・ジェンダー調査 

・直接モデル農民組織の選定 

 

プロジェクトチームは作業計画の修正を行った。また、農民組織についての必要な

情報を収集して、プロジェクトをデザインするために、ベースライン調査を実施した。

この調査は最前線の普及員により行われた。SHEPチームは、普及員に対する研修ニー

ズを把握するために、事前ベースライン調査を、キシイとニャンダルア県で2007年3月

7日から10日まで実施した。この結果に基づき、ベースライン調査のための普及員の研

修を実施した。県レベルの啓発ワークショップも実施した。研修された普及員がベー

スライン調査を実施した。ベースライン調査はまた、普及員と農民の訓練の機会とも

なった。ワークショップと研修の間にジェンダー調査も実施された。これらのワーク
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ショップ、研修の流れを表1に示す。 

 

表１ ワークショップとベースライン調査の研修と実施記録 

District  Sensitization Workshop
Training for 

Baseline Survey 

Baseline Survey 

Conducted 

Kisii 
Date &  

Participants 

March 26, 2007 

43 officers,  

34 Ex workers 

March 27-30, 2007 

34 Ex workers 

April 16- 20, 2007 

34 groups; 850 farmers

Nyandarua 
Date &  

Participants 

April 5, 2007 

62 officers,  

35 Ex workers 

April 2-4, 2007 

35 Ex workers 

April 16-20, 2007 

35 groups; 1,050 

farmers 

Trans-Nzoia 
Date &  

Participants 

May 7, 2007 

48 officers,  

49 Ex workers 

May 8-10, 2007 

49 Ex workers 

May 21-22, 2007 

49 groups; 1,400 

farmers 

Bungoma 
Date &  

Participants 

May 14, 2007 

51 officers,  

40 Ex workers 

May 15-17, 2007 

40 Ex workers 

June 11-15, 2007 

40 groups; 1,200 

farmers 
注：Ex workers：Extension workers 

 

SHEPチームにより示された選定基準をもとに、農業省県事務所により、直接支援農

民組織が選定された。 

 

ベースライン調査のあと、SHEPチームはデータを取りまとめ、データベースを作成

した。データベース構築は、2007年6月から7月まで行われた。データベース構築の間

に、ケニア側C/Pはコンピューター技術訓練を受けた。 

 

農民組織についての情報に基づき、SHEPチームはPDMを修正した。SHEPチームは

成果１の新しい指標として、グループエンパワーメント指標（Group Empowerment 

Indicators：GEI））開発した。修正されたPDM1は、2007年10月22日に開催されたプロジ

ェクト・ステアリング・コミッティで説明し、承認された。 

２）ステージII：直接支援農民組織へのアプローチ 

直接支援農民組織への支援プログラムは次のようなセッションからなっている。 

ａ）ステークホルダー・フォーラム：1日 

ｂ）JEF2G研修（Joint Extension Staff and Farmers Dual Gender Training）：1週間 

ｃ）農民組織による実習：市場調査、日間活動カレンダー作成 

ｄ）現地研修 

第1回現地研修：作物選択、問題分析、行動計画作成、ジェンダー配慮 

第2回現地研修：技術研修 

第3回現地研修：補足研修 

第4回現地研修：フォローアップ 

ｅ）土嚢実地研修 
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〈ステークホルダー・フォーラム〉 

これは農民組織にバイヤーなどのファームビジネスとマッチする機会を提供するも

のである。農民組織の代表、農業ビジネス関係者などがフォーラムに参加した。この

フォーラムは後にファブリストフォーラム（Farm Business Linkage Stakeholder：

FABLIST）と命名された。各農民組織からは、2人の男性と2人の女性メンバーが担当

の普及員とともに参加した。 

〈JEF2G研修〉 

これは市場調査、ジェンダー配慮、園芸の基礎的な知識と技術、グループワーク、

土嚢研修からなる研修パッケージである。各農民組織からは、男性1名と女性1名ずつ

が民主的に選ばれて参加した。彼らの役割と責任は明確にされており、農民組織に戻

って、知識と技術を伝えることが期待された。これらのプログラムの実施状況は表2の

とおりである。 

 

表２ 直接支援農民組織への研修実施状況 

District  Stakeholder Forum JEF2G 

Kisii 
Date &  

Participants 

Sept. 25, 2007 

40 farmers; 19 officers; 15 companies

Dec. 3-8, 2007 

12 Ex workers 14 male, 10 female 

Nyandarua 
Date &  

Participants 

Sept. 28, 2007 

50 farmers; 20 officers; 16 companies

Nov. 5-10, 2007 

11 Ex workers 14 male, 8 female 

Trans-Nzoia 
Date &  

Participants 

Sept. 26, 2007 

40 farmers; 25 officers; 14 companies

Nov. 11-24, 2007 

12 Ex workers 13 male, 11 female 

Bungoma 
Date &  

Participants 

Oct. 9, 2007 

40 farmers; 20 officers, 35 companies

Oct. 22-27, 2007 

10 Ex workers 13 male, 7 female 

 

参加した農民は、それぞれのコミュニティに戻ったあとに、SHEPチームと普及員の

支援のもとで、市場調査を実施した。一連の現地研修が実施された。実際にSHEPがど

のように直接支援農民組織をサポートしているか、Box1に直接支援農民組織の事例を

示した。 

 

Box１ 直接支援農民組織の事例：ニャンダルア南県 ムウェンディ・クリマ・グループ

（Mwendi-Kurima, Nyandarua South） 

 

ムウェンディ・クリマ・グループは、60名のメンバ

ーからなり、うち39名が男性、21名が女性である。ム

タマヨ（Mutamayo）村に属し、その村には約1,500世帯

が居住している。ムタマヨ村は、1964年にできたトゥ

ルガ（Tulga）スキームに位置している。 

このグループの主な収入源は、60％が酪農で、30％

が園芸、10％がメイズ生産からである。主な作物は、

ガーデンピー（換金作物）、スノーピー（換金作物）、

ジャガイモ（主食の一つ）、キャベツ（食料と換金用）、

ニンジン（家畜飼料）、メイズ（主食）、プラム、洋ナ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真１ 会計帳簿類 
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シ、ダイコン（家畜飼料）である。 

 

ムウェンディ・クリマ・グループは、2003年に10名の男性と3名の女性によって設立された。

彼らは、VegPro（野菜輸出会社の一つ）と契約栽培を始めた。メンバー数が450名までに増え、

グループは2つに分かれた。2006年に、グループは30名のメンバーで（うち女性8名）SHEPに参

加した。2007年には、契約栽培の相手をHomegrown（ケニア最大の野菜輸出会社の一つ）に切

り替えた。その理由は、VegProの購入拒否率が50％となったからである。契約栽培のもとで、

VegProは農薬使用の教育、保証付きの種子、EurepGAP＊の研修を提供し、Homegrownは種子と

研修を提供している。 
＊：EurepGAP：欧州小売業組合（Euro-Retailer Produce Working Group）の定める適正農業行動規範（Good 

Agricultural Practice）。現在はGLOBAL GAPとなっている。欧州への農産物の輸出には、この認証を取

得することが必要なケースが多い。 

 

SHEPの活動 

2007年11月 ステークホルダー・フォーラム 

2007年11月 JEF2G 研修 

2008年5月 市場調査（Engineer市場、Donion gel市場）、作物の選択（ガーデンピー（エン

ドウ）、スノーピー（サヤエンドウ）） 

2008年6月 活動計画作成 

2008年7月 クロッピングカレンダー 

2009年3月 土嚢技術、記帳会計、ウォーターハーベスティング 

 

SHEPの活動に参加して良かったこと 

このグループはSHEPの活動に参加して良いことがいくつかあった。なかでも、彼らはより多

くの作物をより高く売ることによって所得が向上していることを喜んでいる。ガーデンピーと

スノーピーの生産は倍増した。このグループは契約栽培先にグループで販売し、販売量に応じ

た金額がグループの銀行口座に振り込まれる。振り込まれた金額を、グループ内の生産量に応

じて配分している。下記はグループへの振込金額の増加の様子を示す。 

・7th week 2007 ：3,620 Ksh as a group 

・19th wk 2007 ：30, 027 Ksh 

・32nd wk 2007 ：44,276 Ksh 

・47th wk 2007 ：170,204 Ksh 

しかし、ガーデンピー（エンドウ）とスノーピー（サヤエンドウ）は輸出作物であり、世界

経済不況の影響を受けている。2008年には、価格は1月に契約した固定価格であるので変化しな

いが、6月から9月の間は拒否率が50％にまで上昇した。欧州の需要が縮小している影響もある

と思われる。 
 2004 2005 2006 2007 2008 2009 

Snow pea price 55 Ksh/kg 55 55 55 80 80 

Garden pea price 37 37 37 37 40 40 

Rejection   50％ 30-40％ 50％ for June-Sept.  

 

プロジェクトで選択した対象作物以外にも、このグループではマーケティングや生産のノウ

ハウを個別に他の作物に適用し、より多く生産しより高く販売している。ジャガイモの場合で

は、ある農家は2008年までブローカーに350Ksh/bag（110kg）で販売していたのに比べ、2009年
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はトレーダーに直接800Ksh/bagと倍以上の価格で販売した。 

 

表３ 2008年と比較した作物の販売：ムウェンディ・クリマ・グループ 

Crop Farmer 
After SHEP Before SHEP 

Price Quantity Selling time Place Price Time 

Potato A 800 Ksh/bag 5 bags（110kg） April 09 At the market 350 Ksh/bag Aug. 08

 B 700 Ksh/bag 8 bags April 09  400 Ksh June 08

Cabbage C 10 Ksh/head 500 head（2.5 kg） June 09  5 Ksh/head Aug. 08

Kale D 300 Ksh/bag 10 bags（80-90kg） May 09  50 Ksh/bag May 08

 

彼らによると所得が向上した要因は次のとおり。第一に、市場調査によって自分たちがマー

ケットのことがわかり、作物の価格ピークシーズンなどもわかったことである。このときにト

レーダーのコンタクト先も入手した。農民は、ピークシーズンを狙って生産準備を始めた。第

二に、JEF2G研修によって生産技術とともに、ジェンダー配慮も向上した。ジェンダー配慮の

向上によって、家族内で一緒に働けるようになった。第三に、収穫時期に農民はトレーダーに

直接コンタクトして販売している。トレーダーも、より高い価格で買いにくることを喜んでい

る。なぜなら、トレーダーもまず村に行って作物ができているかどうか探しまわる必要がなく

なったからである。 

さらに、グループにSHEPで導入された技術のうち役立つものや良いことは、除草具、クロッ

ピングカレンダー（既に畜産カレンダーにも応用し、近隣の農家にも広まっている）、土嚢によ

る道路補修、ジェンダー配慮による多くのインパクト（より多くの所得のために一緒に働くよ

うになった。女性も銀行口座を持てるようになった。男性も搾乳や園芸の作業をするようにな

った）、グループのマネジメントが良くなり誤解が減った、お金の管理が良くなった、などであ

る。 

 

個別農家の事例：農民A 

農民Aは、7人家族で2エーカーの土地を持っている。彼は0.5エーカーをスノーピーとガーデ

ンピーに、0.5haをジャガイモ栽培に使っている。彼の生産量は増加した。これは、種子選定、

適時除草、肥料選定、病害虫管理をしたためとしている。 

・Garden pea：200 kg×3 seasons = 600 kg（before only 100 kg） 

・Snow pea：300 kg×3 seasons = 900 kg（before only 150 kg） 

・Potatoes：10 bags×3 seasons（before only 4 bags） 

・Cabbage：300 heads×3 seasons（before only 100 heads） 

 

その他の社会へのインパクト 

その他の社会的なインパクトとしては、学校への支払いが増えた、家族間の理解が良くなっ

た、より教会へ行くようになった、7名の若いメンバーが加入した（うち女性2名）、子供のため

の食事が買えるようになった、家族が幸せになった、などである。また、このグループでは、

マイクロファイナンスから20万Kshを借り、コミュニティセンターを建設した。共同販売の際、

グループがkg当たり2Kshを徴収している。さらに、このグループでは2名と専従の人を雇ってグ

ループの管理の仕事をしている。2名の若者の雇用ができたといえる。 
出所：評価調査団のフィールド調査による。 
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直接支援農民組織での結果と経験に基づき、SHEPチームはPDMを改訂した。改訂さ

れたPDM2は、2007年9月4日に開催されたプロジェクト・ステアリング・コミッティに

て説明され、承認された。 

 

同時期の2008年8～9月に、ケニア政府とJICAによる合同中間評価調査が実施された。

中間評価調査団は、以下の提言をした。 

・県レベルの農業省オフィサーとのコミュニケーションの強化と彼らの参加促進 

・肥料等の投入コストの値上がりに対する追加的な緩和措置 

３）ステージIII：間接支援農民組織へのアプローチ 

間接支援農民組織への支援プログラムは次のようなセッションからなっている。 

ａ）プロジェクト紹介ワークショップ（Sensitaization Workshop）：1日 

ｂ）FABLIST（ステークホルダー）フォーラム：1日 

ｃ）JEF2G研修：1週間 

ｄ）農民組織による実習：市場調査、作物選択、問題分析、行動計画作成 

ｅ）FT-FaDDE研修（Facilitator’s Training for Farmers Demand Driven Extension）：1週間 

ｆ）現地研修：普及員による 

ｇ）土嚢実地研修 

ｈ）フォローアップ 

 

SHEPチームは、直接支援農民組織に対するプログラムの実施の結果と経験から多くを

学んだ。これらの教訓を考慮して、間接支援農民組織へのプログラムを開発した。

FABLISTフォーラムとJEF2G研修の後、農民達はグループに戻って、市場調査、作物選択、

問題分析並びに行動計画の策定を行った。 

 

FT-FaDDE研修は、農民組織の作成した行動計画のためのニーズに基づいた研修のパッ

ケージである。この研修は、直接支援農民組織の経験を活かして開発された。プログラ

ムには、対象作物の生産技術、ジェンダー研修、土嚢研修からなっている。 

 

これらのプログラムの実施状況は表4のとおりである。 

 

表４ 間接支援農民組織への研修の実施状況 

District Sensitization Workshop FABLIST Forum JEF2G FT-FaDDE 

Kisii Oct. 2008 Nov. 2008 Dec. 2008 Mar. 2009 

Nyandarua Oct. 2008 Nov. 2008 Nov. 2008 Feb. 2009 

Trans-Nzoia Oct. 2008 Nov. 2008 Dec. 2008 Feb. 2009 

Bungoma Oct. 2008 Nov. 2008 Dec. 2008 Feb. 2009 

 

実際にSHEPがどのように間接支援農民組織をサポートしているか、Box2に間接支援農

民組織の事例を示した。 
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Box２ 間接支援農民組織の事例：ニャンダルア北県、マケレカ・グループ（Makereka Nyandarua 

North） 

 

マケレカ自助グループは、2002年に設立された。現

在、メンバーは15名、うち男性9名、女性6名である。

このグループは、ニャンダルア北県、ンダラグワ

（Ndaragwa）郡、カンヤギア（Kanyagia）ロケーショ

ン、ムルアイ（Muruai）サブロケーションのマケレカ

村（世帯数1,000）に位置している。 

 

グループの主な経済活動は、園芸（所得の60％、1戸

当たり1エーカー）と酪農（所得の40％、1戸当たり0.5

エーカー）である。主な作物は、①ジャガイモ、②キ

ャベツ、③タマネギ、④ニンジン、⑤メイズ、⑥豆類、

そして⑦プラムである。 

 

SHEPの活動 

2008年10月 プロジェクト紹介ワークショップ 

2008年11月 FABLIST（ステークホルダー）フォーラム 

2008年12月 JEF2G研修 

2008年12月8日 市場調査 

2009年1月 作物選定：タマネギ、ジャガイモ 

2009年1月 行動計画作成 

2009年2月 FT-FaDDE研修 

2009年3月 クロップカレンダー（普及員による現地研修） 

2009年3月初め 苗床のデモ（普及員による現地研修） 

2009年3月終わり 除草指導：普及員による（普及員による現地研修） 

2009年4月中旬 病害虫防除（普及員による現地研修） 

2009年4月15日 タマネギの移植（普及員による現地研修） 

2009年6月24日 燃料効率の良いストーブの導入（普及員による現地研修） 

 

SHEPによる良いこと 

メンバーによると、市場調査によって彼らの意識と行動が「作ってから売る」のではなく「売

るために作る」というように変わったとのことである。グループのメンバーは、トレーダーを

呼び、より高い価格で作物を販売した。ある農家によると、2008年はブローカーに7Ksh/個で売

っていたのを、2009年は15Ksh/個で販売したとのことである。トレーダーにとっても、作物を

探しまわらなくてよいので、良いことである。このメンバーの選定した作物はジャガイモであ

り、2009年の10月にグループで販売する予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真２ マケレカ・グループでの調査
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表５ 2008年と比較した作物の販売：マケレカ・グループ 

Crop Farmer Price Quantity Time Before：Price 2008

Cabbage A 15 Ksh/head 2,500 heads（2-2.5 kg/hd）  7 Ksh/head 

 B 10 Ksh/head 850 heads   

 C 20 Ksh/head 1,000 heads   

Onion D 35 Ksh/kg 2,000 kg  15 Ksh/kg 

 E 37 ksh/kg 800 kg   

 F 35 Ksh/kg 1,500 kg   

 G 37 Ksh/kg 1,000 kg   

Carrot H 5,000 Ksh/bag 5 bags（100kg） June 09 2,000 Ksh/bag 

 I 3,000 Ksh/bag 8 bags（100kg） June 09  

 J 3,000 Ksh/bag 3 bags（100kg） May 09  

 K 4,500 Ksh/bag 3 bags（100kg） June 09  

 L 3,000 Ksh/bag 5 bags（100kg） May 09  

 

このグループは、以下のようにグループでの種子や肥料の共同購入も行っている。 

 

Inputs Individual Group purchase 

Onion seed 1,000 Ksh/500g 800 Ksh/500g 

DAP 3,000 Ksh/50kg 2,700 Ksh/50kg 

 

その他のグループへのインパクトは次のとおりである。 

・ジェンダー配慮向上により、協働で働くようになった。 

・有機肥料の導入により、化学肥料（DAP）の使用量が減少した。以前は、エーカー当たり80kg

投入していたが、今は40kgとなった。DAPの50％を有機肥料で代替した。 

・多くのお客さんがくるようになった。時々、テレビにも映り満足している。 

・また、多くの外からの農民が習いにきている。 

・若者の仕事も作っている。 
出所：評価調査団による現地調査による。 

 

４）ステージIV：取りまとめ  

プロジェクトの終了までの間にいくつかやるべきことが残されている。これらの活動

は次のとおり。 

・フォローアップ 

・農民交換訪問 

・普及員のための研修マニュアル作成（最終成果品） 

 

２－１－２ 実施プロセスの分析 

（１）プロジェクトのデザイン 

プロジェクトの上位目標、プロジェクト目標、成果に変化はない。他方、プロジェクト

の実施過程において、プロジェクト目標と成果の指標は2回にわたり改訂された。この詳細

は表6に示される。  
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表６ PDMの指標の改訂 

 PDM version 0 

(as of May 2006) 

PDM version 1 

(as of Oct. 2007) 

PDM version 2 

(as of Sept. 2008) 

Project Purpose 

 

Developed capacity 

of the smallholder 

horticulture farmer 

groups supported by 

the project. 

Increased net-benefit of the 

smallholder horticulture 

groups supported by the 

project (% to be determined 

in 6 months after launching).

By the end of the project 

net-income benefit of the 

members (men and women) 

of the smallholder 

horticulture groups 

supported by the project 

increased by 12.5 – 28.3 %. 

By the end of the project 

net-income benefit of 

individual members (men 

and women) of the 

smallholder horticulture 

groups and the groups 

supported by the project 

increased by 14.7 – 20.2 %. 
 

OUTPUT 1 

 

Target groups 

(smallholder 

horticulture farmer 

groups) gain 

bargaining power 

in marketing their 

produce. 

1-1. Average growth rate of 

net income per acre of the 

farmer groups supported by 

the extension staff who 

were trained by the Project.

 

 

 

 

 

1-1. One year after the 

Training for Trainers (ToT) 

for extension staff, more 

than 60% of the farmer 

groups supported by the 

extension staff trained by 

the Project improve by at 

least one level of the Group 

Empowerment Indicators. 

 

1-1. By the end of the project, 

100 % of farmer groups 

supported directly by the 

Project improve by at least 

one level of the Group 

Empowerment Indicators. 

 

 

 

 

1-2. Average growth rate of 

net income per acre of the 

farmer groups supported 

directly by the Project. 

1-2. One year after the first 

in-field training, 100 % of 

farmer groups supported 

directly by the Project 

improve by at least one 

level of the Group 

Empowerment Indicators. 

1-2. By the end of the project, 

more than 60% of the 

farmer groups supported 

indirectly by the Project 

improve by at least one 

level of the Group 

Empowerment Indicators. 
 

OUTPUT 2 

 

Target groups 

increase the 

production of 

better quality 

crops. 

2-1. Average growth rate of 

net produce (i.e. deducting 

the rejected amount) of the 

farmer groups supported by 

the extension staff who 

were trained by the Project.

 

 

 

 

2-2. Average growth rate of 

net produce (i.e. deducting 

the rejected amount) of the 

farmer groups supported 

directly by the Project. 

 

2-1. Average growth rate of 

net produce per an acre (i.e. 

total yield minus the 

quantity of rejected 

produce) of the members 

(men and women) of farmer 

groups supported by the 

extension staff who were 

trained by the Project 

increased by 5 %. 

2-2. Average growth rate of 

net produce per an acre (i.e. 

total yield minus the 

quantity of rejected 

produce) of the members 

(men and women) of farmer 

groups supported directly 

by the Project increased by 

10 – 30%. 

2-1. Average growth rate of 

net produce per acre (i.e. 

total yield minus the 

quantity of rejected 

produce) of the members 

(men and women) of farmer 

groups supported directly 

by the Project increased by 

10 – 50%. 

 

2-2. Average growth rate of 

net produce per acre (i.e. 

total yield minus the 

quantity of rejected 

produce) of the members 

(men and women) of farmer 

groups supported indirectly 

by the Project increased by 

5 - 30%. 
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OUTPUT 3 

 

Target groups 

develop capacity to 

improve rural 

infrastructure for 

production and 

transportation. 

3-1. Number of farmer groups 

who put the introduced 

technology into the practice 

of rural infrastructure 

development. 

3-1. 80% of farmer groups, 

which indicated in the 

problem     analysis the 

problem of the rural 

infrastructure in the 

community, puts the 

introduced technology into 

the practice 

3-1. 80% of farmer groups, 

which indicated in the 

problem     analysis the 

problem of the rural 

infrastructure in the 

community, puts the 

introduced technology into 

the practice (For directly 

supported groups).  

 

3-2. 60 % of farmers groups, 

which submitted 

requirement form (Annex 4) 

filled correctly, puts the 

introduced technology into 

the practice. (For Indirectly 

supported groups)  

 

１）指標の論理の流れ 

当初の指標は2006年の事前評価の際に設定された。プロジェクト開始後、SHEPチーム

は、目標や成果に該当する指標を注意深く検討した。表6の指標は複雑であり、理解のた

めに指標を“誰が/の”“何が”“どのように”、期待する変化が起きるかに分解した

（表7参照）。 

 

表７ “誰が/の”“何が”“どのように”に分解した指標 

   PDM 0 PDM 1 PDM 2 

Purpose   

Whose Group Members（men, women） Members（men, women） 

What Net-benefit Net-income Net-income 

How Increase Increase 12.5-28.3％ Increase 14.7-20.2％ 

Output 1 

1-1 

Whose Indirect Group Indirect Group 60％ Direct Group 100％ 

What Net-income / acre GEI  GEI  

How Grow  Rank up 1 level Rank up 1 level 

1-2 

Whose Direct Group Direct Group 100％ Indirect Group 60％ 

What Net-income / acre GEI GEI  

How Grow  Rank up 1 level Rank up 1 level 

Output 2 

2-1 

Whose Indirect Group Members（men, women）, Indirect 

Group 

Members （ men, women ） , 

Direct Group 

What Net-produce Net-produce/ acre Net-produce/ acre 

How Grow Grow 5％ on average Grow 10-50％ on average 

2-2 

Whose Direct Group Members（men, women）, Indirect 

Group 

Members （ men, women ） , 

Direct Group 

What Net-produce Net-produce/ acre Net-produce/ acre 

How Grow Grow 10-30％ on average Grow 5-30％ on average 
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Output 3 

3-1 

Who Number of group 80 ％  of Groups with infra. 

problem 

80％  of Groups with infra. 

problem：Direct Group 

How Practice Practice Practice 

3-1 

Who     60 ％  of Group submetted 

request：Indrect Group 

How     Practice 

出所：PDMをもとに調査団作成 

 

PDM0では、成果１に対する指標として「1エーカー当たりのグループの純所得」を、

成果２に対する指標として「グループの純生産量」を採用している。また、目的の指標

は「グループの純便益」としている。これらPDM0の指標の取り方には、次のように運用

上の困難と論理の流れの無理があった。 

第一に、プロジェクト目標として設定した「便益」には、所得及びその他の（社会的

な）便益を含むので、プロジェクト目標の指標を、定量的に測定することは極めて困難

である。 

第二に、成果１の指標自体に所得が含まれている。成果１とプロジェクト目標の双方

に所得が含まれていることになり、重複がみられる。成果１で単位面積当たりの所得を

出しているので、全体として所得を上げるには成果２で面積を拡大れば、単位当たり収

益と面積拡大効果で所得が向上するといえる（［単位面積当たりの利益］×［栽培面積］）。

しかし、成果２では生産量を上げている。［単位面積当たりの所得］×［生産量］では、

目標であるグループ全体の便益となり得ない。したがって、当初の指標には、論理の流

れに無理があるといえる。 

２）指標へのインセンティブ・メカニズムの導入 

上述のとおり、当初の指標を使用するには運用上の問題があり、SHEPチームは次のよ

うに実態に見合った指標に改訂した。 

第一に、プロジェクト目標には「グループの純便益の増加」に代えて「農民組織メン

バー（個人レベル）の純所得の増加」を採用した。“農民組織の運営能力の強化”の成果

指標として、定性的な指標でなく、定量的な指標を採用した。しかも、運営能力が強化

された結果、所得が向上するはずだという仮説に基づき「所得」という指標を、最終目

標であるプロジェクト目標の指標として採用した。この所得の向上をするために、成果

１の販売と成果２の生産、成果３のインフラの部分に分解することとなる。 

第二に、SHEPチームは成果２の“生産量増大”の指標として、「グループの純生産量の

増大」に代えて「メンバーの単位面積当たり収量（単収）」を採用した。生産量増大の指

標として適切な指標といえる。 

第三に、成果１の“バーゲニングパワーを得る”ことの指標を設定するという大きな

課題があった。なぜなら、“バーゲニングパワー”の定義は容易でないからである。成果

２に単収を用いたので、理屈上または通常の場合は、バーゲニングパワーの指標として

軒先販売価格が用いられる。しかし、ほとんどの場合、価格は小規模農家にとって与え

られるものである。価格は市場によって決定される。ターゲットグループ、普及員とSHEP

のC/Pは市場価格をコントロールできない。このことは、指標として販売価格を設定した

場合、彼らにはこの指標を達成するインセンティブが全くないということである。 
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これらの理由もあり、SHEPチームは成果１の指標として、GEIを開発した（この詳細

は３．英文終了時評価報告書のAppendix 2のPDM1を参照）。このGEIはバーゲニングパワ

ーを直接表す指標ではない。農民達の市場へのかかわり合いを、リーダーシップ、協力

関係、ジェンダーといったグループのエンパワーメントの質で検証するものである2。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：SHEP資料をもとに調査団作成 

図５ PDM指標の改訂 

 

このように指標を設定した結果、次の点で効果があった。 

第一に、プロジェクトのデザインと論理を整理し明確にしたことで、プロジェクトが

マネージメントできるものとなった。 

第二に、測定可能な指標としたことでモニタリングや評価が容易になった。 

                                                        
2 この議論は次のように数式で表現される。 

Output 1 Output 2  Output 3  Purpose 

PDM 0 Σ π/H × Σ Q × Infra. → Σ（π+α） 

PDM 1 & 2 GEI（10％） × Q/H × Infra.（10％） → π 

Where π denotes profit; Q denotes quantity; H denotes land area; Σ denotes summing up; and α denotes other social benefit.  

π = P×Q –Σ wL, where w denotes factor（input）price; L denotes factor unit. 
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第三に、これが特筆すべきことであるが、ターゲットグループなど関係者が、GEIを改

善しようという動機づけが得られたことである。この指標は理解しやすく、彼らに手が

届きやすいものであった。特に、図4で示したSHEPチームの組織は、これらの成果ごとの

チーム編成としており、各チームがそれぞれ担当する成果の達成に責任を持つよう組織

されている。農民組織強化/ジェンダー主流化チームが成果１に、園芸生産普及チームが

成果2に、プロジェクト運営/研修/農村インフラチームが成果３の成果に対して、責任を

負っている。成果と組織体制を直結させるようにプロジェクトのデザインを変更してい

る。この新たな指標の導入により、モニタリングの指標の測定の容易さに加え、動機づ

けやインセンティブの仕組みをプロジェクトに組み込んだといえる。 

３）指標の設定とモニタリング 

成果１と３の指標は比較的シンプルなので理解しやすい。成果２とプロジェクト目標

の指標は、やや複雑なため説明が必要である。 

・成果２“良い品質の作物の生産量が増加する”についての指標 

前述のとおり成果の指標は、“単位当たりの収量”である。プロジェクトでは、各農民

組織は2種類の対象作物を選定した。各県には、10から11の直接支援農民組織と、20の

間接支援の農民組織が選定された。同じ県内では同じような作物が選定されやすい。

県によって合計6から10の対象作物がある。ブンゴマ県の場合7つの対象作物がある。

したがって、ブンゴマ県では、これらの7つの対象作物の収量のみを指標としてモニタ

ーすることとなる。 

・プロジェクト目標“農民組織の運営能力が強化される”についての指標 

プロジェクト目標の指標は、“農民組織のメンバーの純収入が向上する”である。この

指標の計算には、対象農民の栽培するすべての園芸作物による収益が合計される。こ

の指標の仕組みは図6のように表される。 

 

このシステムに基づき、モニタリングに必要なデータが2008年5月と2009年5月に収集

された。 
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出所：SHEP資料をもとに調査団作成 

図６ 成果１とプロジェクト目標の指標 

 

（２）アプローチ 

本プロジェクトはアプローチにも特筆すべきものがある。直接支援アプローチと間接支

援アプローチがあるが、間接支援アプローチは直接支援アプローチの経験をベースに設計

された。これにより、現状の普及システムにより合致した型となった。双方のアプローチ

とも2つのステップからなり、双方の基本的なコンセプトは以下のとおり。 

１）ステップ1：フィールド外研修 

ステップ1では、農民組織は必要な知識と技術を身につけ、啓発を受ける。ステップ1

では、農民の“気づきのきっかけ”を提供している。農民組織自身による市場調査が外

部に対する気づきを誘発し、またジェンダー配慮が内部に対する気づきのプロセスを誘

発している。この両者を注意深く組み合せたデザインにした点に特筆すべき点がある。 

２）ステップ2：フィールド内実践と研修 

ステップ2では、農民組織が、自ら開発計画を策定しその計画を実施する。普及員とプ

ロジェクトチームがその実施に対するファシリテーションを行い、必要に応じた研修も

行う。これらの実地訓練（learning-by-doing）方式のプロセスを通して、農民組織のキャ

パシティが強化される。learning-by-doingにより対象グループの意欲を高め、農民組織の

イニシアティブにより計画、実施を行い、学習効果を高めることを狙っている。 

 

プロジェクト実施後は、農民組織が彼らの活動を継続するという更なるステップがあ

る。以上のコンセプトは図7に示される。 
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出所：評価調査団作成 

図７ 直接支援と間接支援アプローチのフロー 

 

このようなアプローチは、本SHEPプロジェクト独特のものである。FAOのFarmer Field 

School（FFS）やGIZのValue Chain Approachなどのように、JICA-SHEP方式として、より

なじみやすいネーミングなどによる一般化、ブランド化を図っていくなど、さらに広め

るための工夫をすることが望ましい。 

 

（３）プロジェクトのマネジメント 

プロジェクトのマネジメントは良好であった。前述のように、成果の指標に動機づけが

される仕組みが組み込まれていた。 

また、2008年1月から3月まで選挙後の混乱により、プロジェクトの活動進捗が遅れたが、

SHEPチームはその遅れを取り戻した。 

 

中間評価の提言に応えて、間接支援農民組織への研修についての各県とのコミュニケー

ションや協働作業は改善された。  

 

SHEPでは多くの情報を生産した。プロジェクトの活動を終えるごとに、SHEPチームはそ

の活動と成果を今後の参考用として、報告書に取りまとめた。このような価値のある情報

が多く生産されたにもかかわらず、情報の管理が十分ではなかった。貴重な情報の有効活

用のためにも、更なる情報管理が必要である。 

容易にアクセスできる情報提供を提言することにより、SHEPの成果や重要性に対する関

係者やケニアの人々の理解を深めることとなる。これら公開すべき情報としては、整理さ
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れた英文でのプロジェクト情報や進捗報告などである。このような広い理解が得られれば、

本件への更なる投資が可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）プロジェクトへの投入 

ケニアと日本の投入実績は、付属資料３．英文終了時評価報告書のAppendix4に示す。こ

れらの投入はほぼタイムリーに行われた。唯一、ケニア側の予算が遅れることがあり、

2008/09年度3の最後の送金は実施されなかった。このことはプロジェクトの進捗に影響を及

ぼしたため今後改善が必要である。 

 

２－２ プロジェクトの成果の検証 

２－２－１ 成果の達成度 

（１）成果１ 

〈成果１の達成状況〉 

指標1-1：プロジェクト終了までに、プロジェクトの直接支援を受けた農民組織の100％が、

GEIを、最低1レベル上げる。 

直接支援農民組織42グループのうち、36グループが最低1ランクGEIを向上させた。平均

では1以上ランクを上げており、ブンゴマ県では1から2.6に、キシイ県では1から2に、ニャ

ンダルア県では1から2.5に、そしてトランゾイア県では1から3.1にランクを上げた（表8参

照）。 

 

 

                                                        
3 ケニアの予算年度は、7月1日から翌年の6月30日まで。 

 

写真３ プロジェクトで作成された資料 
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表８ 直接支援支援農民組織のGEI 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：SHEP資料 

 

05/2008 05/2009 05/2008 05/2009 05/2008 05/2009 05/2008 05/2009
Banduba 4 2 2 1 1 4 1 1
Bukunjagabo 3 4 2 3 1 4 1 3
Good Neighbors 2 4 2 4 1 4 1 4
Namilama 3 3 2 4 1 2 1 2
Namubila 4 4 3 3 1 4 1 3
Namw anda 3 3 2 3 1 3 1 3
Sasuri 3 3 3 2 1 2 1 2
Sikulu 3 3 2 2 1 2 1 2
Sitabicha 2 3 2 1 1 2 1 1
Tabuti 3 3 3 3 1 4 1 3
Average 2.9 3.3 2.3 2.8 1 3.1 1 2.6

05/2008 05/2009 05/2008 05/2009 05/2008 05/2009 05/2008 05/2009
Bidii 1 3 2 4 1 3 1 3
Bomobea 2 2 2 3 1 3 1 2
Ebate 3 3 3 3 1 4 1 3
Kiareni 2 4 3 2 1 4 1 2
Matieko 2 4 2 3 1 5 1 3
Mw angaza Boyeki 1 2 1 1
Mw anga Hope 3 2 2 2 1 2 1 2
Mw anyabomo 1 2 1 3 1 1 1 1
Nyakeburo 1 1 3 2 1 2 1 1
Nyandiba 2 5 2 2 1 4 1 2
Tumaini 2 1 3 3 1 3 1 1
Average 1.8 2.7 2.3 2.7 1 3.1 1 2

05/2008 05/2009 05/2008 05/2009 05/2008 05/2009 05/2008 05/2009
Bahati 3 5 3 2 5 4 1 2
Karandi 2 4 2 3 1 5 1 4
Kariiko 2 2 1 4 3 4 1 2
Kitogo 4 5 3 3 1 2 1 2
Maproma 2 4 2 3 1 4 1 3
Manyatta 4 2 2 2 1 3 1 2
Muga 1 2 2 2 1 1 1 1
Mw endi 4 4 3 3 1 3 1 3
Mw iteithia 4 3 2 3 1 3 1 3
Wihoki 4 3 3 3 1 4 1 3
Yanga 4 2 2 2 1 2 1 2
Average 3.1 3.3 2.3 2.7 1.5 3.2 1 2.5

05/2008 05/2009 05/2008 05/2009 05/2008 05/2009 05/2008 05/2009
Kabolet 2 3 2 4 1 3 1 3
Kananachi 2 4 2 4 1 4 1 4
Kapsiw et 2 3 2 3 1 3 1 3
Kilimo Msingi 2 5 2 2 1 3 1 2
Kiungani 2 3 2 3 1 3 1 3
Matisi 2 2 2 2 1 2 1 2
Perkera 2 4 2 4 1 4 1 4
Rurie Inuka 2 4 2 3 1 4 1 4
Salama Umbrella 3 4 2 4 1 5 1 4
Siuna 2 2 2 2 1 2 1 2
Average 2.1 3.4 2 3 1 3.3 1 3.1

Overall

Trans Nzoia

Group Names
Level of Empow erment

Group Names
Level of Empow erment

Leadership Cooperation Gender Overall

Leadership Cooperation Gender Overall

Kisii

Gender Overall

Nyandarua

Bungoma

Group Names
Level of Empow erment

Leadership Cooperation

Group Names
Level of Empow erment

Leadership Cooperation Gender
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指標1-2：プロジェクト終了までに、プロジェクトの間接支援を受けた農民組織の60％以

上が、GEIを、最低1レベル上げる。 

間接支援農民組織への支援は、2009年3月より普及員を通して始まった。まだ十分な時

間が経過していないことから、間接支援農民組織のGEIの変化は十分に検証できない。し

かし、間接支援農民組織と普及員へのインタビューでは、投入材の共同購入、グループ

での苗床、共同販売の計画がなされていることがわかった。プロジェクトの終了までに、

これらの指標の改善が期待される。 

 

市場指向の農業 

SHEPのインパクトで最も顕著なものは、農民への市場指向型農業の導入である。事前質

問票調査によると、276の農民のうち、56％、40名の普及員の70％が生産や所得を上げるた

めに重要であった技術として市場調査をあげた（図8参照）。農民、普及員、県のオフィサ

ーへのインタビューからも、市場調査とFABLISTフォーラムでの他の（市場）関係者と知

り合ったことが成功要因としてあげられた。市場指向型農業の農民への導入が所得向上を

もたらしたといえる。 

 

ジェンダー配慮 

直接支援農民組織では、リーダーシップ、協力、ジェンダーのうち、特に、ジェンダー

エンパワーメントのレベルが顕著に変化した。上述の事前質問票調査では、276の農民のう

ちの40％がジェンダー配慮を、最も生産と所得向上に貢献した要因の一つとしてあげた。

また、15の要因のうちの3番目の要因としてあげている（図8参照）。この理由は、ジェンダ

ー配慮が各家庭内での労働の公平化をもたらし、農業の効率的なマネジメントに貢献した

といえる。この事実は、ジェンダー主流化短期専門家のモニタリング報告書でも報告され

ている。 

 

順序だったアプローチ 

SHEPの強みのもう一つは、活動のアプローチの順序立てである。FABLISTフォーラムか

ら始まり、JEF2G研修、FT-FaDDE研修、現地研修という流れによって、農民組織は徐々に

強化されていった。例えば、JEF2G研修のあと農民の代表がグループに戻り、実地研修の前

に彼ら自身で市場調査をしなければならないようになっている。直接、間接支援グループ

ともに、市場調査はグループの行動計画を作成するという次のステップへの必須事項であ

った。このような順序立ったアプローチが農民組織のキャパシティを継続的に向上させた。 

 

きめ細かいフォローアップ 

SHEPはきめ細かいフォローアップをしてきている。これにより、農民組織は活動を計画

通り実行することができ、メンバーの農民はキャパシティを向上することができた。 

 

農民組織の協働での行動計画の策定 

行動計画は、活動、タイミング、必要とされる資源、責任を明記した詳細な計画である。

農民自身によって行動計画が策定されたことにより、自分たちの行うべきことを理解する
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ことができた。その結果、農民達は計画を実行することに最善を尽くした。このプロセス

により農民達のキャパシティが次第に向上していった。 

 

C/P、普及員、農民組織のキャパシティの向上 

SHEPのケニア側のチームメンバー（C/P）は、コンピューター技術、ぼかし肥料づくりの

ような、彼らにとって新しい技術、時間管理などを習得し、彼らの技術レベルをさらに向

上させた。直接支援、間接支援の双方の農民組織は、園芸作物生産、病害虫の同定と管理、

市場調査、クロッピングカレンダーなど多くを習得した。さらに、農民組織はFABLISTフ

ォーラムを通して、相応の関係者を見つけた。これらのことを通し、農民のキャパシティ

が向上した。成果１の持続性も確保されるであろう。 

 

意思決定とマネジメント 

農民組織は、自分たちの活動を計画して初めて、SHEPが農民組織のキャパシティを向上

させるということを理解していった。この結果、農民組織は集団で投入材を購入し生産物

を販売し、規模の経済で利益を上げようとより組織化するようになった。 

 

直面する課題 

・雨水に極度に依存している。そのため降雨量が十分でないときは期待通りに生産できず、

結果としてどんなに市場価格が高騰しても販売することもできない。 

・ジェンダー問題改善など、農民側が知識や技術を導入する意思があるかどうかによって

効果が左右されることがある。 

 

（２）成果２ 

SHEPのPDMでは、成果２を“対象農民の土地生産性の向上”としている。この成果指標

は次のとおりである。 

〈指標〉 

2-1：プロジェクトの直接支援を受けた農民組織のメンバーの1エーカー当たり純生産の平均

増加率が10～50％となる。 

2-2：プロジェクトの間接支援を受けた農民組織のメンバーの1エーカー当たり純生産の平均

増加率が5～30％となる。 

 

〈成果２の達成状況〉 

成果２の指標は2009年5月にモニタリングされた。その結果を表9にまとめる。 
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表９ 生産性の変化 

District Crop 

Baseline 

Production 

Tons per Acre

Target growth rate Actual Growth Rate 

Direct 

Group 

Indirect 

Group 

Direct 

Groups 

May 2009 

Indirect 

Groups 

May 2009 

Bungoma 

District 

Tomato 4.7 20％ 5％ 40％ 26％ 

Kale 3.5 30％ 5％ 166％ 6％ 

Cabbage 13.6 30％ 5％ 49％ （14％） 

Banana 8.44 10％ 5％ 105％ 20％ 

Mean    90％ 9.5％ 

Kisii District 

Banana 11.14 10％ 5％ 136％ 3％ 

Passion Fruit 1.37 30％ 5％ 53％ 579％ 

Pine Apple 1.88 30％ 5％ 1,086％ Not available

Kale 7.2 10％ 5％ （29％） （75％） 

Mean    311.5％ 169％ 

Nyandarua 

District 

Cabbage 15.7 10％ 5％ 26％ 93％ 

Snow Peas 2.4 10％ 5％ （25％） （50％） 

Garden Peas 2.34 10％ 5％ （15％） （23％） 

Carrots 9.3 10％ 5％ 15％ （3％） 

Mean    0.25％ 17％ 

Trans-Nzoia 

district 

Cabbage 16.4 20％ 5％ 33％ 120％ 

Tomato 7.9 10％ 5％ （16％） 15％） 

Capsicums 6.1 10％ 5％ （16％） （77％） 

Onion 3.27 30％ 5％ 47％ 28％ 

Mean    48％ 86％ 

出所：SHEP資料から調査団作成 

 

上記の表から次のことがいえる。 

１）4県すべてにおいて、平均で土地生産性の向上がみられた。生産性の増加の幅は、ニャ

ンダルア県の0.25％からキシイ県の311％まである。間接支援農民組織では、ブンゴマ県

の9.5％からキシイ県の169％まである。 

２）成果２の評価でプロジェクトの妥当性が明らかになった。なぜなら、土地生産性は直

接、収入の向上につながり、農村社会の生計向上につながっているからである。 

３）生産プロセスは効率的といえる。キシイのある農家の費用便益率は1から3という聞き

取り結果があった。1シリングの費用により3シリングが生まれている。 

４）生産性の成果はプロジェクトの終了後も持続的といえる。それは自分で活動すること

によって農民達がエンパワーされているからである。農民たちはプロジェクトで習得し

たことを通して、経済的にも社会的にも便益を受けている。プロジェクトはその活動を

通常の農業省や園芸作物開発公社の普及に統合することにより持続できるであろう。 

５）直接、間接支援農民組織とも、生産性を向上した要因は需要に応じて実施した利用者

に適した技術研修である。これらには、以下の内容があげられる。 

・SHEPの研修により紹介されたより良い作物管理 

・SHEPにより導入された道具を用いた容易な雑草管理 

・より良い種子などの投入材選定 
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・投入材の共同購入によるコストの削減 

・より良い病害虫管理 

 

SHEPによる便益 

・C/P、普及員、農民の向上したキャパシティ 

・サービスプロバイダーとのネットワーク（FABLISTフォーラムなどを通じて） 

・普及員と農民との関係が強化されたこと 

・品質の高い市場指向型の作物の生産 

・共同購入によるコスト削減 

 

残された課題 

・雨水に依存した農業生産 

・生産量が小さいこと 

・灌漑やウォーターハーベスティング技術がないこと 

・新たな県が生まれ、プロジェクトと県との間のマネジメントが煩雑になること 

・フォローアップ活動中にのみ行われているモニタリング体制の改善 

 

成果２からの提言 

・農民たちは簡単な灌漑やウォーターハーベスティングの訓練を受けるべきである。こ

れによって、価格の高いときの生産が確保できる。 

・プロジェクトのモニタリングプログラムがさらにあるべきである。 

・共同販売でより利益を得ることができるように、生産量増大も奨励されるべきである。 

 

（３）成果３ 

〈指標〉 

3-1：コミュニティ内のインフラの未整備を課題として取り上げた農民組織の80％が導入さ

れた技術を用いて整備活動を実施する。（直接支援農民組織） 

3-2：要請書を提出した農民組織の60％が導入された技術を用いて整備活動を実施する。

（間接支援農民組織） 

 

〈成果３の達成状況〉 

プロジェクトを通して、成果３はほとんど達成された。採用された土嚢技術が成果の達

成に貢献した。なぜならこの技術はコストのわりに効果があり、容易に習得と活用ができ

るからである。 

１）ほとんどの農民組織が問題分析で道路と灌漑用水の制約要因をあげている。 

２）農民組織により合計1,007mの農村道路が改修された。 

３）直接支援農民組織の80.5％（41グループ中の33グループ）が習得した技術を用いて農村

インフラ整備を実施した。 

４）間接支援農民組織の77.8％（9グループ中の7グループ）が習得した技術を用いて農村イ

ンフラ整備を実施した。 
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５）120名の技術スタッフが農村インフラ整備の研修を受けた。 

６）対象農民組織は、農産物の生産と輸送のための農村インフラの改善のキャパシティを

向上した。このうちのほとんど（79％の農民組織）が土嚢技術を用いて道路を維持でき

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活動の実施 

成果を達成するために、いくつもの活動が計画通り実行された。これらには、ベースラ

イン調査による対象県の現状把握、新たな技術の農民組織へのデモンストレーションなど

がある。これらにより、対象地域での問題として農村道路インフラが問題であることが指

摘された。新たな技術を間接支援農民組織に伝えるべき普及員もデモンストレーションに

よって恩恵を受けた。 

①生産、貯蔵、輸送にフォーカスした農村インフラに関連した適正技術の情報収集と調査 

②問題分析により、主な制約要因は道路ネットワークが発達していないことや劣悪な道路

条件が、収穫後のロスを招くことがわかった。これらは市場から離れた農村で輸送コス

トも高い。 

③プロジェクトでは現在、農村インフラ技術のマニュアルや教材を開発している最中であ

る。 

④インフラ技術の情報のパンフレットが入手できる。 

⑤モニタリング、フォローアップ、フィードバックが実施された。 

 

キャパシティの向上 

評価調査団の実施したグループインタビューの結果、農民組織は習得した技術を他のグ

ループに移転できることがわかった。輸送やインフラの支援は、農民組織のエンパワーメ

ントにより彼らが生産物を市場に輸送できる能力を身につけることにより達成された。対

象組織は生産や輸送のために農村インフラを改善できるキャパシティを身につけた。 

写真４ 土嚢技術の研修の様子 
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インパクト 

土嚢技術は、橋や貯水池に適用されて、土壌保全などの付加価値を生み出していること

が確認されている。ある農民組織は、農村道路のリハビリにCDF（Constituency Development 

Fund）資金を活用し、また、別の農民組織は、他の農民組織の指導者となり技術を移転し

ている。 

 

示唆と課題 

①農村インフラ開発のための土嚢技術をスケールアップし、その他の地域やプロジェクト

に広めるために啓発ワークショップを開催する。 

②ウォーターハーベスティングのための土嚢研修を行う必要がある。この技術をスケール

アップすることができる。 

③この技術のマニュアルを完成させて配布する。 

④間接支援農民組織のための土嚢技術研修をさらに加速させて、現在の9組織からより多く

のグループに行う。 

 

２－２－２ プロジェクト目標の達成度 

〈プロジェクト目標〉 

プロジェクト対象の小規模園芸農民組織の運営能力が強化される。 

〈指標〉 

プロジェクト終了時に、プロジェクトの支援を受けた小規模園芸農家組織のメンバーの純所

得が14.7～20.2％増加する。  

 

表10にモニタリング調査の結果を示した。これによるとニャンダルア県以外で、目標値を超

える農民の純収益の向上が男性、女性にともみられた。ニャンダルア県では収穫を7～8月に控

えている。プロジェクト終了時までには、ニャンダルア県でも収入の向上が期待できる。プロ

ジェクト目標の達成度は相当に高いといえる。 

 

表10 プロジェクト目標の指標 

   Average net-income benefit（Ksh） Range of 

Change： 

April 07- 

May 09 

District 
Target 

Increase rate 
Unit 

Baseline  

（April 2007）
Monitoring（May 2009） 

    Current price Real price* 

Bungoma  Group 343,636 876,101 556,694 62.0％

  20.20％ Per farmer 14,924 43,229 27,469 84.1％

   Per man 19,494 47,897 30,435 56.1％

   Per woman 9,815 38,651 24,560 150.2％

Kisii  Group 177,747 408,260 259,418 45.9％

  18.00％ Per farmer 7,637 22,893 14,547 90.5％

   Per man 10,812 29,748 18,903 74.8％

   Per woman 4,965 16,970 10,783 117.2％
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Nyandarua  Group 983,919 513,079 326,022 -66.9％

  14.70％ Per farmer 38,674 37,441 23,791 -38.5％

   Per man 41,244 38,931 24,738 -40.0％

   Per woman 35,087 34,589 21,979 -37.4％

Trans-Nzoia  Group 622,141 1,437,673 913,530 46.8％

  16.20％ Per farmer 27,347 72,301 45,942 68.0％

   Per man 29,236 88,991 56,547 93.4％

   Per woman 24,947 54,198 34,439 38.0％

* adjusted by Consumer Price Index（CPI） 

 

（１）地域による成果の差の分析 

ニャンダルア県の成果達成状況が良くなかった理由として、“収穫前であったこと”以外

には、以下のことがあげられる。 

 

第一の理由として、農民組織と農民数の減少があげられる。農民と農民組織のサンプル

数は次表のとおりである。2007年4月のベースライン調査はサンプル調査であり、2009年5

月のモニタリング調査は全数調査である。この2時点で農民数と農民組織数に差がみられる。

農民組織の農民数を比較すると、ニャンダルア県では、農民数が50％以上減少している。

ニャンダルア県では参加率が低下しているといえる。SHEPへのコミットメントの低さがう

かがえる。ニャンダルア県は、商業的な園芸が進んでおり、このことがSHEPの支援への反

応の差となって現れていると想定される。ニャンダルア県での結束の弱さがニャンダルア

県での所得向上に結びつかなかった理由の一つもといえる4。 

 

表11 農民組織数と農民数の変化 

District Unit 
Number 

Rage of change 
Apr.2007 May.2009

Bungoma Group 39 30 -23％ 

  Farmer 898 608 -32％ 

  Male 474 301 -36％ 

  Female 424 307 -28％ 

  Farmer/ Group 23 20 -12％ 

Kisii Group 33 30 -9％ 

  Farmer 768 535 -30％ 

  Male 351 248 -29％ 

  Female 417 287 -31％ 

  Farmer/ Group 23 18 -23％ 

Nyandarua Group 34 27 -21％ 

  Farmer 865 370 -57％ 

  Male 504 243 -52％ 

  Female 361 127 -65％ 

  Farmer/ Group 25 14 -46％ 

                                                        
4 Harada, Yoko, Gender Monitoring Study for Smallholder Horticulture Empowerment Project, June 2009：pp31-33. 
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Trans-Nzoia Group 48 26 -46％ 

  Farmer 1,092 517 -53％ 

  Male 611 269 -56％ 

  Female 481 248 -48％ 

  Farmer/ Group 23 20 -13％ 

TOTAL Group 154 113 -27％ 

  Farmer 3,623 2,030 -44％ 

  Male 1,940 1,061 -45％ 

  Female 1,683 969 -42％ 

  Farmer/ Group 24 18 -24％ 

 

第二の理由としては、外部要因の影響である。この県では多くの農家が輸出作物を生産

している。彼らは世界的な不況による輸出市場の縮小の影響を受けたともいえる。 

第三の理由として、旱魃の影響が大きかった。ただ、他の県も旱魃があったので、ニャ

ンダルア県での影響が特に大きかった理由としては、次のことが考えられる。 

・ニャンダルア県では、他県に比べて園芸の商業生産が進んでいる。ベースライン調査時

点では、ニャンダルア県の平均園芸栽培面積は0.9haと他の県の2～3倍の面積である（表

12参照）。園芸栽培面積が広いので旱魃の際は、水やりの面積も広く手が回らないため影

響を受けやすい。 

・ニャンダルア県では、園芸は収益が出るので男の仕事になっている。農民数や栽培面積

における女性の占める割合は、ベースライン調査時で最も低い。2009年5月のモニタリン

グ調査時では他の県が女性の割合が増加しているか一定であるが、ニャンダルア県では

減少している（表12参照）。また、ニャンダルア県では、フィールド研修への女性の参加

率は30％未満とさらに低く、実態は報告されているよりも女性の参加が進んでいない（原

田専門家報告）5。このようにニャンダルア県では、ジェンダー配慮も弱く、労働分担の進

展も弱く、旱魃のように水やりに人手がかかる場合は、さらに影響を受けやすいことが

推測される。 

 

表12 ベースライン時、モニタリング時の県別の平均園芸栽培面積、女性の割合 

  ベースライン調査時（2007年4月） モニタリング調査時（2009年5月） 

 

 

平均園芸栽

培面積（エー

カー/農民） 

農民数にお

ける女性の

割合（％）

栽培面積に

おける女性

の割合（％）

平均園芸栽

培面積（エー

カー/農民）

農民数にお

ける女性の

割合（％） 

栽培面積に

おける女性

の割合（％）

Bungoma 0.40 47.2 30.5 0.27 47.2 43.7 

Kisii 0.30 54.3 38.0 0.28 53.6 47.4 

Nyandarua 0.90 41.7 35.9 0.55 34.3 26.9 

Trans-Nzoia 0.54 44.0 41.3 0.58 48.0 40.1 

TOTAL 0.54 46.5 36.8 0.44 47.7 39.4 

出所：SHEP資料をもとに調査団作成 

                                                        
5 Harada, Yoko, Gender Monitoring Study for Smallholder Horticulture Empowerment Project, June 2009：p11, pp31-33. 
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・他方、他の県では、園芸は女性の仕事であり、男性はメイズやサトウキビ生産が主な仕

事であった。園芸は女性の仕事であり、園芸栽培面積は小さかった。SHEPにより儲かる

ことがわかり、男も園芸生産をはじめ、面積も拡大していった。面積が小さいので、旱

魃のときは水やりをすればしのげる程度の面積であった。しかももともと女性の仕事で

あり、水やりも分担しているので、旱魃のリスクにも強かった。 

 

〈地域や作物による成果についての詳細な要因分析の必要性〉 

SHEPのアプローチは、4県とも同じパッケージでの研修やファシリテーションを実施した。

その結果、地域や作物による成果に差が生じた。これらの要因は、プロジェクト終了まで

にさらに詳細に分析される必要がある。これらのデータは貴重なものであり、詳細に分析

されて将来の政策やプロジェクトに活用されるべきである。 

 

（２）所得向上の貢献要因の分析（事前質問票調査に基づく） 

評価調査団は終了時評価のプレサーベイとして、事前質問票調査を行った。276名の農民

に対して、生産や所得の向上に貢献した要因について質問した。その結果57％が、市場調

査が所得向上に貢献していると答え、続いてクロッピングカレンダー（42％）、ジェンダー

配慮（39％）の順となっている。これらの3つが生産や所得に貢献した主な要因といえる（下

図参照）。この結果は、フィールド調査によって確かめられた。インタビュー調査を通して、

多くの農民がどのように市場調査、クロッピングカレンダー、またジェンダー配慮が役立

ったかを説明した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出所：評価調査団の実施したプレサーベイによる。 

図８ 生産と収入向上に貢献した要因 
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この結果の解釈は以下のとおり。 

１）農民達は習慣的に、最初に作物を育て、できてから仲介業者に販売していた。何を生

産するかは伝統的な知恵や政府の指導に従っていた。 

２）SHEPの活動により、農民達の行動が“育てて売る”から“売るために育てる”に劇的

に変化した。 

３）SHEPはプロジェクトの第一のステップとして、ステークホルダー・フォーラムを開催

した。ここでは、農民達はバイヤー達と知り合うことができた。次に農民の代表に市場

調査の研修を行った。研修を受けた農民はグループに帰ってSHEPや普及員の支援を受け

ながら、自ら市場調査を実施した。この最初のステップで農民達は市場が何か、どのよ

うなものか、バイヤーは誰でどこにいるか、どのように価格が決まって、ピークシーズ

ンはいつかなどの考えを得ることができた。つまり、農民のマーケット配慮が身につい

た。一旦、マーケット配慮が身につくと、農民達は“農業は生活の一部ではなく、ファ

ームビジネスである”ことに気がついた。農民達は、ファームビジネスのオーナーであ

り、マネージャーである。つまり“ファームビジネスユニットとしての家計”である。 

４）第二のステップとして、農民達は、ビジネスプランニングが必要となってきた。SHEP

によって導入されたクロッピングカレンダーは、ファームビジネスプランニングの有効

なツールである。これにより、彼らは利益を上げるために、いつ、何をどのようにする

かを戦略的に計画できるようになった。クロッピングカレンダーにより農民達は、“ファ

ームビジネスプランニングのキャパシティ”を身につけることができた。レコードキー

ピングや会計などのビジネススキルの研修があとに続いた。 

５）農民は何を、いつ、どのようにファームビジネスを行うかがわかった。ここで、準備に

非常に多くのことをしなければならないことに気がついた。伝統的なケニアの農村家計で

は、一人のマネージャー（男性）と一人の労働者（女性）しかいない。そこで第三のステ

ップとして、ジェンダー配慮研修を導入した。ジェンダー配慮を向上することにより、農

民達は、ビジネスユニットとしての家計にビジネスマネージャーはたった一人ではなく、

二人のマネージャーがいることに気がついた。彼らは家庭内で経営業務を分担し、労働も

分担した。つまり、ジェンダー配慮が家庭内の男女関係を、“マネージャーと労働者”から

“ファーム・ビジネスマネジメント・パートナー”に転換した（下図）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出所：評価調査団作成 

図９ ジェンダー配慮と家庭内（男女）の関係の変化 
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６）ファームビジネスユニットは、いまや市場の要求する品質や数量の作物を育てるには、

非常に多くの問題があり解決しなければならないことがわかった。そこでSHEPは第四の

ステップとして“需要に応じた生産技術研修”導入した。この研修は農民達に、かれら

のファームビジネスの“問題解決（Solution）”を提供した。 

７）最後に、個別のビジネスユニットとしての家計では解決できない多くのことがあるこ

とがわかってきた。農民達は、ファームビジネス協会が集団的なアクションを取るため

に必要であることがわかった。SHEPはグループとしてのキャパシティ開発を導入した。

グループでの土嚢技術を用いた道路修繕や、リーダーシップ、動機づけや協働作業等の

グループワークである。これにより農民たちは、お互いに助け合うことができる。 

この解釈は下図のように概念化される。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出所：評価調査団作成 

図10 SHEPの活動とその効果の解釈 

 

このような解釈にそって、SHEPの枠組みの中での、目標、成果、活動の因果関係を図

11に示す。 
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出所：評価調査団作成 

図11 SHEPのプロジェクトの枠組みと因果関係 

 

（３）家計レベルの便益分析 

SHEPには有効なモニタリングシステムがある。ベースライン調査で、SHEPは試行錯誤を

経験した。この経験を通して、SHEPのケニア側チームメンバーと普及員はどのように調査

を行うかを習得した。2009年5月には、SHEPはすべての対象農民に対して、モニタリング調

査を実施した。SHEPは直接及び間接支援農民組織のすべての情報を収集した。 

このデータベースを活用して、家計レベルの便益分析を行った。家計レベルの便益は、

2007年4月の所得に対する所得増加額から計算した。その結果は表13にまとめられる。 
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表13 家計収入の比較 

Household income 
 

Baseline 

survey 

April 2007 

Monitoring at May 2009 

   Average Direct Indirect

Income/ HH（Ksh） 
Current price（nominal） 22,794 44,218 46,754 42,396 

CPI adjusted（actual）  28,097 29,709 26,939 

Income/HH increased（Ksh） 
Current price（nominal）  21,424 23,960 19,601 

CPI adjusted（actual）  5,303 6,914 4,145 

Income growth（2009/2007） 
Nominal growth ％  194％ 205％ 186％ 

Real growth ％  123％ 130％ 118％ 

Income growth rate per annum

（％） 

Nominal annual growth rate  39.3％ 43.2％ 36.4％ 

Real annual growth rate  11.0％ 14.2％ 8.7％ 

出所：SHEPチームデータより評価調査団作成 

 

名目所得は倍増した。物価上昇率を考慮した実質所得は、平均で23％、直接支援農民が

30％、間接支援農民で23％増加した。これらのデータから年間所得の増加率を出すと、平

均11％、直接支援農民が14.2％、間接支援農民で8.7％である。 

 

この年間成長率がどの程度かを示すために、国の園芸関連の年間成長率と比較すると表

14のようになる6。モデルグループの農民の所得向上率は平均11％であり、国の農業セクタ

ー（2008年で-5.1％）、作物園芸サブセクター（2008年で-7.6％）のパフォーマンスを遥かに

上回っていることがわかる。なお、この対象農民の所得成長率は、2007年4月時点から2009

年5月時点の増加率から、年当たりの成長率に換算したものである。また、SHEPの介入があ

ったため、急激に所得が向上したものと考えられ、この後同様の成長率で所得が上昇して

いくという意味ではない。SHEPの介入によるインパクトは2～3年で落ち着くものと考えら

れる。ただし、SHEPでは市場指向型アプローチを取ることにより、市場リスクを農民が直

接かぶらないようなキャパシティを向上しているため、より安定的に成長できると思われ

る。 

 

表14 モデル農家の所得向上とケニアの園芸関係のパフォーマンスの比較 

Performance of Kenya 2007 2008 2009（Jan-Apr）

Annual growth rate

（％） 

GDP growth 7.1 ％ 1.7％  

Agriculture sector 2.0％ -5.1％  

Crop and horticulture sub-sector 2.7％ -7.6％  

Output growth of horticulture 17.7％ 0.5％ -11.1％ 

Model Farmers 
Annual income growth rate（％） 

April 2007 – May 2009 

Annual income 

increase rate（％） 

Average 11.0％ 

Direct group 14.2％ 

Indirect group 8.7％ 

出所：Central Bank of Kenya、SHEPチームのデータに基づき調査団で作成 

                                                        
6 比較するには、厳密には技術的精査が必要である。 
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さらに、SHEPチームは農民一人当たりの研修実施コストについて、直接支援農民、間接

支援農民に対して試算した（表15）。SHEPの研修実施コストは個別の農民にとっての外部か

らの投入である。この数字を使い、費用便益率を出すと平均で425％、直接支援農民で290％、

間接支援農民で584％となった。この単純な計算からSHEPの効率の高さがわかる。5,000シ

リングの投資で20,000シリングの所得向上効果を生み出している。また、これらの研修コス

ト及び便益を2007年の価値に換算して、費用便益率を求めると平均で206％、直接支援農民

で145％、間接支援農民で325％となった。便益は直接支援農民のほうが高いが、効率は間

接支援農民のほうが高い。このような投資効率の高いプログラムには更なる投資が望まれ

る。 

 

表15 家計レベルの費用便益分析 

    Average Direct Indirect 

Operational cost of training/ farmer（Ksh） 

Income/ HH increased（Ksh） 

5,047 

21,424 

8,269 

23,960 

3,355 

19,601 

Nominal income increased/operational cost（％） 425％ 290％ 584％ 

Real income increased/operational cost（％） 206％ 145％ 325％ 
出所：SHEP資料より調査団試算 

 

（４）リスク・マネジメント 

2008年は肥料価格の高騰があり、中間評価時にこの対応策についての提言がなされた。

2008年には、また世界経済不況があり、輸出需要が縮小するということがあった。2009年

には旱魃があり、作物生産に大きな悪影響を与えた。 

 

SHEPでは、農民による市場調査を行うことにより、これらのリスクのうち、作物価格リ

スクへの対応能力をある程度向上させた。これにより、価格リスクを市場のことを知らな

い生産者である農民がかぶるのではなく、より市場のことを知っているトレーダーとリス

クをある程度分け合うことができた。 

 

今後、このような様々なリスクが起こりうる。図12は、ケニアの農民がどのようなリス

クが所得や資産に悪影響があるかについて応えているものである。これらのリスクへの対

応能力の向上が望まれる。 
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出所：Ministry for Planning and National Development, Kenya Integrated Household boudget 
Survey（KIHBS）2005/06. 

図12 様々なリスクによる所得と資産への影響 

 

２－２－３ 上位目標の達成度 

〈上位目標〉 

対象県の小規模園芸農家の生計が改善される。 

〈指標〉 

対象県の貧困率が低下する。 

 

対象県の貧困率を表16に示す。貧困率はブンゴマ県とニャンダルア県では増加した。対象農

家の所得が増加しても、3年間の技術協力で、全県の貧困率を低下させるのは現実的ではない（表

16参照）。対象者は約2,600戸の農民である。これらは小規模園芸農家の1％、対象県の家族数の

0.5％にすぎない。3年間の農業プロジェクトの全県に対するインパクトは小さい。 

 

表16 対象県の貧困率 

District  Financial year  

Poverty Rate（％） 2006/07 2007/08 2008/09 

Bungoma 56 51 53 

Trans-Nzoia 47 51 50 

Nyandarua 52 46 56 

Kisii 75 71 60 

出所：District Agricultural Officers. 
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表17 対象県の社会経済指標 

 Privince 
District 

2008

Land 

Area

（km2） 

Agricultural 

land（'000 

ha）1995 *1

Pop *2 HH *2 
Density 

*2 
Pop *3 

％ of 

poverty 

pop *3 

HH *3 

％ of 

poverty 

HH *3

Bungoma Western 4 2,069 308 876,491 174,838 424 1,188,441 47％ 185,939 41％

Trans-nzoia 

Rift 

valley 3 2,487 247 575,662 116,122 231 880,327 47％ 133,524 40％

Nyandarua Central 2 3,304 353 479,902 194,401 145 541,614 42％ 114,535 32％

Kisii Nyanza 3 649 220 491,786 100,315 758 534,568 52％ 102,557 47％

       

TOTAL   12 8,509 1,128 2,423,841 585,676 285 3,144,950  536,555

Kenya   581,677 28,686,607 6,371,370 49 35,514,542 47％ 6,961,873 39％

出所：*1.Kenya National Bureau of Statistics, Statistical Abstract 2008 

*2. Population census 1999. 

*3.Ministry for Planning and National Development, Kenya Integrated Household budget Survey（KIHBS）2005/06 

 

ニャンダルア県の対象農民の所得は2年間で40％低下した。対象県の貧困率の表16から、ニャ

ンダルア県全体の貧困率が増加しており、県全体の経済パフォーマンスに影響を受けていると

いえる。ニャンダルア県では多くの農民が輸出用作物を生産しており、世界的な経済不況の影

響を受けたともいえる。  

マクロレベルではプロジェクトのインパクトは大きくないが、ミクロレベルでは対象農民以

外へも多くの波及効果が観察された。さらに、有機肥料の使用による環境効果、若者の雇用創

出効果、学校への支払いの増加、教会への出席頻度の増加、家庭内の良好な夫婦関係などその

他のインパクトも観察された。 

このようなインパクトはミクロレベルにとどまるが、このような正の影響が維持され、県全

体、更には国全体に広めるためにも、継続的で、スケールアップする行動が提言される。 
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第３章 評価結果 
 

３－１ 妥当性 

評価調査団は、下記の理由により妥当性が高いと結論づける。 

 

（１）ケニアの開発計画との高い整合性 

現在の農業省の戦略計画（2008-2012）は、ケニア政府の国家開発計画であるビジョン2030

や農業セクター開発戦略（Agriculture Sector Development Strategy：ASDS）と整合性が取れて

おり、SHEPはこれらの戦略や計画の方針に沿っている。これらの計画では農業セクターを利

益の上がる商業的な活動にし、かつ自然資源を持続させるとしている。 

農民に市場調査から始めさせて、消費者が何を求めているかを決めて、園芸作物の生産に

入るという農民をエンパワーメントするアプローチは、農業戦略に沿っている。SHEPはまた、

国家農業セクター普及政策（National Agriculture Sector Extension Policy：NASEP）にも沿って

いる。この政策では既存の農業普及システムを農民のニーズに対応させるとしている。  

さらに、本評価の結果を農業次官に報告した際に、次官より“farming as a business”に転換さ

せる方針に合致しているとのコメントがあった。 

 

（２）日本の協力政策との高い整合性 

「農業開発」は日本の対ケニアODA政策における最も重要な協力分野の一つである。さら

に、JICAの国別事業実施計画では小農の市場指向の農業開発を重要な開発課題としている。

この開発課題に対応して、小規模農民収入向上プログラムが形成され、SHEPはこのプログラ

ムの中核的なプロジェクトの一つである。 

 

３－２ 有効性 

評価調査団は、下記の理由よりプロジェクトの有効性が極めて高いと結論づける。 

 

第一に、プロジェクト目標はニャンダルア県を除いて達成された。同県の対象農民の純所得は、

2009年7～8月の収穫期後に増加することが期待される。ニャンダルア県では外部条件の影響が大

きかった。同県では多くの農民が輸出作物の生産に携わっており、世界的な不況の影響を受けて

いる。同県の貧困率はここ1年悪化している。 

第二に、プロジェクトの成果と目標の指標は、プロジェクトの最初に、成果とプロジェクト目

標の因果関係がつながるように注意深くデザインされた。 

 

３－３ 効率性 

評価調査団は、下記の理由より、プロジェクトが成果の生産とプロジェクト目標の達成を極め

て効率的に行っていると結論づける。 

 

第一に、2007年4月から2009年5月までの間の、対象農民の実質所得の年間増加率は、平均で11％、

直接支援農民組織で14.2％、間接支援農民組織で8.7％である。国の経済成長率は、2008年で農業

セクターの成長率は-5.1％、作物園芸サブセクターの成長率は-7.1％であり、対象農民の実質所得
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の年間増加率は、国の園芸関係セクターの経済成長率より遥かに高いことを示している。 

第二に、対象農民への外からの投資コストは極めて小さい。平均で、農民一人当たりの外から

の投資額5,047Kshで、21,424Kshの所得増加を生み出している。直接支援の農民一人当たり8,269Ksh

の投資で、23,809Kshの所得増加を生み出し、間接支援では3,355Kshの投資が、19,601Kshの所得増

加を生み出している。簡単な費用便益率の計算によると平均425％、直接支援農民組織で290％、

間接支援農民組織で584％を示している。極めて高い投資効率であることがわかる。直接支援農民

組織と間接支援農民組織を比較すると、直接支援農民組織のほうが便益は大きいが、間接支援農

民組織のほうが費用便益率が高く、投資効率が高い。評価調査団はこのプロジェクトの効率性を

確認し、このような投資効率の良いプロジェクトへの更なる投資を提言する。 

 

３－４ インパクト 

評価調査団は、下記の理由よりプロジェクトのインパクトは正であると結論づける。 

 

上位目標が対象県すべての貧困率の減少とされている。プロジェクトのインパクトは地域に限

られている。対象者は対象県の家族数の0.5％を占めるにすぎない。 

 

上記のインパクトは地域に限られているが、対象農民組織の所得は著しく増加し、周囲への波

及効果も広く観察された。対象グループ外から農民が学習にきている。さらに、有機肥料の使用

による環境効果、若者の雇用創出、学校の支払額の増加、教会へ行く回数の増加、家族関係の改

善など、正のインパクトも観察された。これらのインパクトはミクロなレベルに限られているが、

波及効果もある。これらの正のインパクトを維持し、インパクトをさらに広いエリアに広げるた

めに、継続的で、スケールアップするための更なる努力が提言される。 

 

３－５ 持続性 

評価調査団は、下記の理由よりプロジェクトの持続性は高いと結論づける。 

 

プロジェクト目標や成果で明記されているのは、すべてターゲットグループである農民に関す

ることである。プロジェクトデザインは、暗示的な成果も含んでいる。これらは、SHEPチームの

ケニア側メンバー（C/P）や普及員のキャパシティであり、また農民を支援する体制の構築でもあ

る（図13参照）。 
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出所：評価調査団作成 

図13 プロジェクトデザインと暗示的なアウトプット 

 

SHEPチームはこのことを認識し、最初に、直接モデルアプローチを取った。このアプローチで

は、C/Pのキャパシティを向上した。 

次に、間接支援アプローチを取り、普及員のキャパシティ向上にフォーカスした。普及員は自

らのイニシアティブで、農民の訓練やファシリテーションをしなければならない。この

learning-by-doingにより、普及員のキャパシティは向上した。 

第三に、SHEPチームは間接支援アプローチにより、農民を支援するシステムの強化を行った。

これによりSHEPチームは教訓を得た。農民を支援する効果は、普及員個人の動機づけと能力に依

存するものであった。さらに効果的なシステムを検討し、強化する必要がある。 

 

さらに、農業省はプロジェクトの成果を認識し、このプロジェクトの活動をスケールアップし、

成果を広げるための新たなユニットを設立した。これは園芸情報管理・利用ユニット（National 

Horticulture Information Management and Utilization Unit：NAHIMU）であり、首都のナイロビに設置

し、農業省は既に事務所スペースと予算を確保した。したがって、SHEPは制度的な持続性がある

といえる。 

 

３－６ 結 論 

評価調査団は、SHEPは妥当性、有効性、効率性が高いと結論づけた。市場指向型のSHEPのアプ

ローチは、ケニア政府の開発政策や日本の援助政策に合致している。プロジェクトは、選挙後の

混乱による3カ月の遅れにもかかわらず、プロジェクト目標を達成した。ターゲットグループの所

得向上効果は、2年間という短期間にもかかわらず顕著であり、有効性は高い。また、著しく高い

投資効率から効率性も高いと結論づけた。 

また、正のインパクトがあり、持続性も高いと結論づけた。これらの正のインパクトを維持し、

より広い地域に広めていくために、継続的なフォローアップとスケールアップの努力が必要であ

る。 
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（１）効果発現に貢献した要因 

プロジェクトの枠組みが注意深く設計された。測定可能な指標が設定され、成果とプロジ

ェクト目標の論理的つながりを改善するとともに、モニタリングとマネジメントの改善も図

られた。さらに、指標そのものが達成目標となり、農民組織、普及員、C/Pといった関係者の

意欲を向上するように設計された。 

市場配慮とジェンダー配慮を組み合わせたプログラムの順序も注意深く設計され、農民の

意識と行動を「ビジネスとしての農業」というように転換させた。 

 

（２）阻害要因 

選挙後の混乱は、2008年1～3月の間、3カ月間にわたりプロジェクトを中断させた。また世

界経済危機は、輸出作物を生産する農家の多いニャンダルア県の農民所得に影響を与えた。 
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第４章 提言と教訓  
 

４－１ 提 言 

〈プロジェクトチームに対する提言〉 

（１）成果の貢献要因の更なる分析 

SHEPのモニタリング結果は、生産や所得の増加のレベルは地域やグループにより多様であ

ることを示している。プロジェクトを通して、園芸開発についての多くの価値のあるデータ

が得られた。これらのデータを用い、成果に貢献する要因の更なる分析を行うべきである。

この分析は、園芸政策やプログラム、制度の枠組み、日本の援助政策の策定に用いられるべ

きである。またこの分析結果は、地域の条件にあった地域ごとのアプローチの開発にも用い

られる。 

 

（２）情報共有と広報のための文書化と情報管理 

SHEPチームは様々な教材やレポートを内部で作成し、外向けにパンフレットを作成した。

しかし、内部の情報管理は改善の余地がある。さらに、外部に対する情報公開は限られてい

る。外部者からSHEPの活動を容易に理解することはできない。 

 

作成された価値のある情報の活用のために、更なる情報管理が必要である。終了時評価調

査団は、SHEPチームが広報や開発パートナーの間での情報共有を強化し、より良い文書化に

よる情報公開を強化することを提言する。これらの情報には、プロジェクトの活動や成果を

記述するレポートなどが含まれる。 

 

（３）農民組織を支援するシステムの強化 

農民組織を支援する効果は個人の動機づけと能力に依存している。プロジェクトの活動を

継続するために、評価調査団はSHEPチームがプロジェクト終了までに、既存の普及サービス

システムの枠組みの中で、マネジメント、報告、動機づけなど農業普及員と農民組織を支援

する体制を強化することを提言する。 

 

〈ケニア政府への提言〉 

（４）プロジェクトに対するタイムリーな予算措置 

ケニア政府の予算の流れは予測できないことがある。2008/09年度の最後の予算は配分され

なかった。このことは計画的な活動に支障を来すため改善を提言する。 

 

プロジェクトで得られた知識と経験を、農業省、開発パートナー間で共有し、他のプロジ

ェクトやプログラムに適用するための、フォローアップ活動を行うこと。 

 

〈ケニア政府とJICAに対する提言〉 

（５）フォローアップ活動 

SHEPチームは、3カ月の中断にもかかわらず、プロジェクト活動を軌道に乗せ、チームは価

値のある知識や経験を得た。SHEPチームは、上述の（１）から（３）で述べたようなデータ
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の分析、モデルの構築、情報管理、適用可能なシステム開発など、これらの知識や経験を整

理してまとめあげる時間が必要である。 

 

評価調査団は、これらの知識や経験を整理し、他のプロジェクトやプログラムに適用でき

るよう農業省や開発パートナーの間でシェアすることを提言する。このことにより知識や経

験が他の地域で活かされることとなる。 

 

さらに、フォローアップ活動によって、予定されている後継プロジェクト（園芸情報管理

利用ユニット）に対する適切なインプットが期待できる。SHEPは農民の需要に応じたアプロ

ーチを取っているため、プロジェクトの効果やインパクトは地域に限定されている。得られ

た結果をもとに、効果やインパクトがメゾレベル、さらにマクロレベルまで拡大するように、

スケールアップする活動が検討されるべきである。これらには次の活動がある。 

・制度構築の強化や政策策定への貢献 

・セクター調査と市場調査の統合 

・作物価格リスク、投入材価格リスク、天候リスク、病害虫リスクなどのリスクマネジメン

ト 

 

４－２ 教 訓 

評価調査団は、他のプログラムやプロジェクトに適用可能な以下の教訓を得られたと判断する。 

 

（１）よくデザインされたモニタリングシステム 

SHEPの採用した内部モニタリングシステムは推薦できる。実施の進捗に応じた定期的なデ

ータ収集により終了時評価を行うのに大いに役に立った。このシステムは他のプロジェクト

も見習うべきである。 

 

（２）関係者の動機づけを誘引する指標の使用  

上述のモニタリングシステムに関し、SHEPの指標はモニタリング目的にもプロジェクトの

内部への動機づけにも役立った。SHEPでは関係者に理解できる指標をデザインし、SHEPのケ

ニア側チームメンバー、普及員、農民組織が、この指標に沿ってより良い成果を出そうと動

機づけられた。この仕組みは他のプロジェクトにも適用可能である。 

 

（３）マーケット指向型アプローチによる農民の意識と行動の市場指向への転換 

農民のイニシアティブによる市場調査が、彼らの生産方式を“作ってから売る”から“売

るために作る”と転換させたことがわかった。農民組織への最初のアプローチでは、農民と

市場関係者が参加して知り合うことができるステークホルダー・フォーラムを開催し、次に

市場調査を行った。SHEPでは農民に市場調査の方法を研修した。このことによって、農民が

受動的な姿勢から、積極的に市場へアプローチする姿勢に変化することとなった。市場調査

により、農民は何を作り、いつ売れば良いかを決めることができるようになった。農民は、

農業がファームビジネスであることを認識した。市場調査に続くクロッピングカレンダーの

導入が農民のファームビジネスプランニングの能力を強化した。この“マーケット指向型ア
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プローチ”は推薦できるものであり、既存のプロジェクトや将来のプロジェクトへの適用が

奨励される。 

 

（４）ジェンダー配慮による家庭内労働力の効率的利用 

市場の配慮が身についたあとに、ジェンダー配慮を育てることがファームビジネスのマネ

ジメントに有効であり、農民は、“ファームビジネスユニットとしての家庭”を認識するよう

になる。ジェンダー配慮により、ビジネスユニットとしての家庭での人間関係が変化する。

夫婦関係がケニアの農村の伝統的な“マネージャーと労働者”の関係から“ファームビジネ

スマネジメントのパートナー”に転換する。彼らはビジネスの目的のために協働して意思決

定し、マネジメントを行い、効率的な作業分担をする。このファームビジネスに対するジェ

ンダー配慮のアプローチは、他のプロジェクトへの適用が奨励できる。 

 

 
 



付 属 資 料 

 

１．PDM2 

 

２．評価グリッド 

 

３．英文終了時評価報告書 
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